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★　短答式筆記試験・逐条解説シリーズ　～　商標法　～　★

《　短答式筆記試験は、弁理士試験の天王山である　》

　　短答式筆記試験は、２０１３年度以降劇的に難化し、合格率が約１０％に低下しました。しかも、２０１６年度試験からは科目別基準点制度（足切り）が導入され、ますます厳しい試験になっています。一方、論文式筆記試験の合格率は約２５％で安定しています。

　　弁理士試験の天王山は、論文式筆記試験から短答式筆記試験に移行したと言えるのではないでしょうか？

《　なぜ、体系別短答式過去問集は非効率な勉強ツールなのか？　》
　　短答式過去問集は必須の勉強ツールです。しかし、ひどく非効率です。これで難関の短答試験に短期合格するのは至難の業でしょう。ではなぜ、非効率な勉強ツールなのでしょうか？

　　① 解答の根拠条文があちらこちらに散在している ⇒ 条文の理解が進まない

　　② １問５肢をまとめて解くため、各肢の検討が甘くなる ⇒ 知識の高精度が進まない

　　③ １０年分は時間がかかり、５年分は抜けが多くなる ⇒ 短時間に高得点化できない

　　④ 出題される頻度（条文の重要性）が、直感的に分からない ⇒ 勉強効率が低下する

　　⑤ 条文集を参照し、条文集に書き込む必要がある　⇒　勉強効率が低下する

　　⑥ オリジナルレジュメ化するのに、膨大な努力を要する ⇒ 合格までに時間がかかる

《　短答式筆記試験・逐条解説（青短）シリーズの特徴　》

　★ 過去１０年分の過去問（約５００肢）を１肢ずつに分解し、条文順に配置しています

　　　　※条文別ではなく、原則として項別に問題を配置しています。
　　　　※過去１０年分で出題されていない論点は、過去１４年分の出題で補強しています。

　★　条文の同時掲載により条文理解が高速に進み、勉強効率が飛躍的にアップします
　★　まとめ表や、便利な記憶法を多数掲載しています。
　　　　※電子ファイル版なら、オリジナルレジュメも簡単に作成できます。

　★ 重要な条項には多くの枝問が配置されますので、重要度が直感的に分かります

　　　　※星印で最近１０年間の出題頻度を表示（★★★☆☆☆☆☆☆☆など）
　★　法改正部分などは、予想問題で補強しています。
　　　　※2016.12末時点の法律に対応しています。
　★　重複出題の論点は、さっと読み飛ばしてください。大幅に時短できます。

　★ 過去１４年間で出題されていない条項は勉強しないので、効率がアップできます
《本資料の著作権は、フレーズドライ・ゼミナールに属するものとします》

　©Phrase-Dry Seminar  ( http://bengorok.jp/ ) 
第一章　総則  
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆　※重要条文であるが、問題にしにくい
（目的） 

第一条  　この法律は、商標を保護することにより、商標の使用をする者の業務上の信用の維持を図り、もつて産業の発達に寄与し、あわせて需要者の利益を保護することを目的とする。 

★★★★☆☆☆☆☆☆
（定義等） 

第二条  　この法律で「商標」とは、人の知覚によつて認識することができるもののうち、文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合、音その他政令で定めるもの（以下「標章」という。）であつて、次に掲げるものをいう。 

一  　業として商品を生産し、証明し、又は譲渡する者がその商品について使用をするもの 

二  　業として役務を提供し、又は証明する者がその役務について使用をするもの（前号に掲げるものを除く。） 
↓↓↓↓↓　【商標法施行規則】　↓↓↓↓↓
※第２条第１項の“その他政令で定めるもの”、及び第２条第３項第１０号の“政令で定める行為”は、新種の商標が追加されていないため、対応する政令はない。
《　青本　第２条　字句の解釈　》
２ 〈色彩〉白および黒も、ここにいう色彩のうちに入る。

３ 〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。

４ 〈役務〉他人のために行う労務又は便益であって、独立して商取引の目的たりうべきものをいう。

５ 〈証明〉ここで「証明」というのは、主として商品の品質又は役務の質を保証するような場合である。

６ 〈包装〉容器を含む。しかし、実際に商品を包むのに用いられていない包装用紙等は含まれない。
《　青本　第２条　〈商品とサービスの相違について〉　》

ニース協定で定める商品・サービスの国際分類においても、電子情報財に関して商品とサービスの区別はダウンロード可能か否かであるとの基準が用いられている。
電子出版物を例にすると、ダウンロード可能な電子出版物（Electricpublications〔downloadable〕）は商品だが、ダウンロードできないオンラインでの電子出版（Providing on-line electric publications 〔not downloadable〕）はサービスとして扱われている。以上の理由から、電子情報財についての商品とサービスの区別は、ダウンロード可能であれば商品とし、保存できないような形で電子情報財を提供する場合はサービスと捉えることが適当である。
《　Ｈ２６改正本　page-162　》

商標の定義に、現行法では保護対象とされていない、色彩のみの商標及び音の商標を追加するとともに、諸外国での権利取得の事例が相当程度ある商標について、将来的な保護ニーズの高まりに迅速に対応し保護対象に追加することができるよう、商標の定義を政令委任することとした。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-20；　業としてとは 》
　「業として」は、利益を得る目的を必要とせず、一定の目的のもとに継続反復して行うことと理解されている。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-20；　証明とは 》
　「証明」とは、特定のサービスを提供する者によって構成される団体等が、あるサービスがその構成員の提供するものであるであることや、そのサービスの質が一定の基準に該当するものであることなどを保証することであり、「証明する者」とは、これを業として行う団体等をいう。例えば、宝石の鑑定士の団体、フランチャイジーのサービスの質や品位等を取引者・需要者に対して保証し又は証明することを業として行うフランチャイザーのほか、宿泊施設の安全証明や料理の質の証明を業として行う者である。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-25；　商品の「物」とは 》
　ここにいう「物」は、有体物を基本とするが、電子情報財のような無体物も含まれる。ただし、有体物のうち、株券・公社債のような有価証券は、その本質が証券によって表章される私法上の権利であるため、商標法上の商品ではない。液体・気体はボンベなどの容器に充填して取引の対象にすれば商品である。これに対して、液体・気体自体を供給することは、役務である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商１〕　商標法第２条に規定する「商標」及び「商品・役務」に関して。
１ 商標法第２条第１項には、「商品」に係る「商標」について、「標章」であって「業として商品を加工」する者がその商品について使用するものが規定されている。
（×）　第２条第１項各号。規定はされていない。ただし、内容的には含まれている。
《参考：青本　商標法　第２条》
平成三年の一部改正により、商品に係る商標については改正前の「業として商品を生産し加工し証明し又は譲渡する者がその商品について使用をするもの」から「加工」を削り・・・
〈加工〉　商品に係る商標として扱うべきものについての「加工」は商品を「譲渡」する行為を伴うことから、「譲渡」に含めて読むこととし、商品に係る商標の定義から「加工」を削除した。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-商１〕　商標法第２条に規定する「商標」及び「商品・役務」に関して。

２ 商標法第２条第１項には、「この法律で『商標』とは、人の知覚によつて認識することができるもの」と規定されているので、商標法上は、人の視覚、聴覚、味覚、嗅覚、触覚で認識できるものは、すべて「商標」に該当する。
（×）　第2条第１項。味覚、嗅覚、触覚の商標は、定義されていない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商１〕　商標法第２条に規定する「商標」及び「商品・役務」に関して。
３ 商標法上の「商品」は、商取引の目的となるものであれば足りることから、特許権等の知的財産権も商標法上の「商品」に該当する。
（×）　商品とは、「商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう」。つまり、不動産以外の有体物が対象であり、特許権のような無体物は含まれない
⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商１〕　商標法第２条に規定する「商標」及び「商品・役務」に関して。
４ レストランのフランチャイズ・システムにおいて、当該レストランの顧客に対してフランチャイジー（加盟者）が提供するサービス（役務）の質を保証するフランチャイザー（本部）は、商標法第２条第１項第２号における業として役務を証明する者に該当する。
（〇）　第2条第１項第2号。「証明」とは、「役務の質を保証する」意味である。
⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-20；　証明とは 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商１〕　商標法第２条に規定する「商標」及び「商品・役務」に関して。
５ 商標法上において、電子出版物等の電子情報財は、ダウンロード可能であるか否かを問わず、「役務」ではなく「商品」に該当する。
（×）　ダウンロード可能であれば「商品」、保存できないような形で電子情報財を提供する場合は「役務」に該当する。
⇒《　青本　第２条　〈商品とサービスの相違について〉　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-60〕　商標法上の商品及び役務に関して。
１ 商標法上、商品については定義されていないものの、商取引の目的たりうべき物、特に動産をいうと解されているが、天然ガス、液化石油ガス等の気体燃料は、商標法上の商品にはなり得ない。
（×）　青本において「商品」は、「商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう」。また、天然ガス等の無体物も対象となる。
⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-25；　商品の「物」とは 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-60〕　商標法上の商品及び役務に関して。
２ 商標法上の役務は、他人のために行う労務又は便益であって、独立して商取引の目的たりうべきものと解されているが、これには役務の提供に付随して提供される労務や便益が含まれる。
（×）　青本において「役務」は、「他人のために行う労務又は便益であって、独立して商取引の目的たりうべきものをいう」ので、前半は正しい。後半に関して、そのような規定はない。
　⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-60〕　商標法上の商品及び役務に関して。
５ 株券、公債のような有価証券は、商標法上の商品に該当する。
（×）　株券、公債のような有価証券は、商標法上の商品に該当しない。
⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-25；　商品の「物」とは 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-26〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
(ｲ)　「色彩」は商標の構成要素ではあるが、文字、図形又は記号と異なり独立して構成要素となることはできない。
（×）　第２条第１項柱書。「文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩」と定義されているように、色彩は文字等と同等に扱われるようになった（H26改正）。よって、色彩も独立して構成要素となる。
⇒《　Ｈ２６改正本　page-162　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-26〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
(ﾛ)　「商標」は、必ず視覚に訴えるものでなければならない。したがって、音声、におい、味は、商標法上の商標ではない。
（×）　第２条第１項柱書。音その他政令で定めるものは、商標法上の商標である。現時点では、音声は商標法上の商標である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-32〕　商標法上の商品に関して。
１ 電気、熱及びエネルギーそのものは、商標法上の商品ではない。

（〇）　〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。
　⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
　⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-25；　商品の「物」とは 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-32〕　商標法上の商品に関して。
２ 商品は流通性のあるものでなくてはならず、その場で消費される、料理店が提供する料理は、商標法上の商品ではない。
（〇）　〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。
　⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-32〕　商標法上の商品に関して。
３ 料理店で店頭において包装箱などに入れて継続的又は反復的に販売する料理は、商標法上の商品である。
（〇）　〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。
　⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-32〕　商標法上の商品に関して。
４ 運送業者が運送役務の提供に関連している段ボール箱そのものを役務提供とは独立して継続的又は反復的に販売し、営業する場合において、その段ボール箱は商標法上の商品である。
（〇）　〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。また、継続的又は反復的に販売しているので、「業として」の行為である。
⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-20；　業としてとは 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-32〕　商標法上の商品に関して。
５ 講座の教材として用いられることを予定した印刷物は、講座を離れ独立して取引の対象とされる場合があっても、商標法上の商品ではない。
（×）　〈商品〉商取引の目的たり得るべき物、特に動産をいう。
　⇒《　青本　第２条　字句の解釈　》
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（定義等） 

第二条
２  　前項第二号の役務には、小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供が含まれるものとする。
《　青本　第２条第２項　》
二項は、平成一八年の一部改正において、小売及び卸売の業務において行われる役務を商標法上の役務としての保護対象として新たに追加した規定である。この役務には、製造小売業や通信販売による小売業によって提供されるサービス活動も含まれる。この結果、小売業者や卸売業者が使用する商標は、従来の商品商標に加え、役務商標としての保護も可能となった。
《　平成１８年　改正本　》
(1) 従来の制度
小売業者及び卸売業者（以下「小売業者等」という。）は店舗設計や商品展示、接客サービス、カタログを通じた商品の選択の工夫といった、サービス活動を行っていることが知られている。しかし、これらのサービス活動は商品を販売するための付随的な役務であり、かつ対価の支払いが商品価格に転嫁して間接的に支払われ、当該サービスに対して直接的な対価の支払いが行われていない以上、商標法上の「役務」には該当しないとされる。そのため、小売業者等によるサービス活動に使用される商標は、「役務」に係る商標としては、商標法による直接の保護の対象となっていない。
(2) 改正の必要性
近年の流通産業の発展に伴い、商品の種別を超えた多様な商品の品揃えとこれを販売するための独自の販売形態によって、付加価値の高いサービスを提供する小売業態が発展を遂げている。そこでは、需要者は小売業者の品揃え、業態等に着目した上で店舗の選択を行っており、小売業者等により使用される商標は、小売業者等によるサービス活動の出所を表示しているものといえる。また、その事業活動により獲得されるブランド価値は、当該サービス活動との関係で蓄積されるものといえる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

１ 「小売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」の役務に類似するものの範囲には、当該役務において取り扱われる商品が含まれる場合がある。

（〇）　第２条第２項、第６項。「小売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」は、役務である（第２条第２項）。また、役務と商品は互いに類似する場合がある（第２条第６項）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-51〕　商標法上の商品、役務又は区分等に関して。
１ 役務についてのみ商標を使用する場合、業として役務を提供し又は証明する者がその役務について使用するとき、その役務には、「小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」が含まれる。

（〇）　第２条第１項第２号、第２項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-51〕　商標登録出願及び防護標章登録出願に関して。

(ﾎ) ウェブサイト又はテレビのショッピング番組などの電子メディアにおいて行われる顧客に対する便益の提供は、指定役務の内容として商標登録出願をすることはできない。
（×）　第２条第２項。通信販売による小売業も含まれている。
　⇒《　青本　第２条第２項　》
★★★★☆☆☆☆☆☆
第二条
３ 　この法律で標章について「使用」とは、次に掲げる行為をいう。 
一  　商品又は商品の包装に標章を付する行為 

二  　商品又は商品の包装に標章を付したものを譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、又は電気通信回線を通じて提供する行為 

《　青本　第２条第３項　》

標章と商標との関係であるが、標章とは一項の定義の通り文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合であり、業務を行うものが標章を商品又は役務について使用をすると商標となるのである。すなわち、標章は商標を含む広い概念であり、逆にいえば商標は標章の中で一定の者が商品又は役務について使用をするという特殊な要件が加わったものなのである。
《　青本　第２条第３項第２号　》

電子出版物や電子計算機用プログラム等の電子情報財については、インターネット等の発達によりそれ自体が独立して商取引の対象となり得るようになったことを重視して、商標法上の商品と扱うこととし、ネットワークを通じた電子情報財の流通行為が商品商標の使用行為に含まれることを明確にするため、商標の使用の定義として標章を付した商品の流通行為を定めた二号に、「電気通信回線を通じて提供」する行為を追加した。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

２ ホテルがそのホテル名からなる商標を付したバスローブを宿泊客の利用に供する行為は、役務についての商標の使用に該当するが、ホテルが当該バスローブを販売する行為は、商品についての商標の使用に該当する場合がある。

（〇）　第２条第３項２号、４号。前段は４号、後段は２号に該当する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

３ 「グルメの王国」と表示した店内の商品棚の上に弁当を陳列した場合、当該弁当に直接「グルメの王国」の表示が付されていないとしても、商品「弁当」についての商標「グルメの王国」の使用に該当する場合がある。

（〇）　第２条第３項１号。陳列棚に「グルメの王国」と表示する行為自体は、第２条第３項３号に該当する。しかし、「グルメの王国」と「弁当」が、商品と密接な関連性を認識させ、商品の出所を表示する商標は、商品に係る商標に該当する場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。
１ 標章を付した電子情報財を電気通信回線を通じて需要者に送信し、ダウンロードさせる行為は、商標の使用に該当する。
（〇）　第２条第３項第２号。
　⇒《　青本　第３条第１項第２号　》

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-７〕　商標の使用等に関して。
１ 標章を付した商品を輸出する行為は、その商品は輸出先国での販売が予定されているので、わが国での商標の使用には当たらない。
（×）　第２条第３項第２号。使用に当たる。
《　青本　特許法　第２条　》

輸出行為自体は、国内で行われる行為であり、我が国の工業所有権の効力を直接的に海外における譲渡等の行為に対して及ぼすものではないため、属地主義には反しない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-７〕　商標の使用等に関して。
２ コンピュータプログラムを記録したCD-ROMに標章を付して販売する行為は、役務についての商標の使用となる。
（×）　第２条第３項第２号。電子計算機用プログラム等の電子情報財は、役務ではなく商品である。また、ＣＤ―ＲＯＭ等に記録して販売する流通行為は、従来どおり「譲渡」「引渡し」に含まれると解釈される。
　⇒《　青本　第２条第３項第２号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-７〕　商標の使用等に関して。
３ 電気通信回線を通じて提供される「ダウンロード可能な電子出版物」に使用をする商標は、役務に係る商標登録出願ではなくて、商品に係る商標登録出願として出願されるべきである。
（〇）　第２条第３項第２号。電子出版物は、商標法上の商品である。
　⇒《　青本　第２条第３項第２号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ｲ) 商品に標章を付したものを電気通信回線を通じて提供する行為。
（〇）　第２条第３項第２号。使用に該当する。
　⇒《　青本　第２条第３項第２号　》
★★★★☆☆☆☆☆☆
第二条
３ 

三  　役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物（譲渡し、又は貸し渡す物を含む。以下同じ。）に標章を付する行為 

四  　役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物に標章を付したものを用いて役務を提供する行為 

五  　役務の提供の用に供する物（役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物を含む。以下同じ。）に標章を付したものを役務の提供のために展示する行為 

六  　役務の提供に当たりその提供を受ける者の当該役務の提供に係る物に標章を付する行為 
《　第２条第３項まとめ　》

	号
	標章を付する物
	行為

	第３号
	役務の提供者の物であって、
役務の需要者が利用する物
	標章を付する行為

	第４号
	
	標章を付した物を用いて
役務を提供する行為

	第５号
	役務の提供者の物であって、
役務の需要者が利用する物、または
役務の提供者が利用する物
	標章を付した物を
役務の提供のために
展示する行為

	第６号
	役務の需要者の物であって、
役務の提供に使われる物
	標章を付する行為


《　青本　第２条第３項第３号～６号　》
三号は、一号と同様に「役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物（譲渡し、又は貸し渡す物を含む。）」に標章を付する行為を「使用」とするものである。

四号は、「役務の提供に当たり役務の提供を受ける者の利用に供する物」に標章を付したものを用いて実際に役務を提供する行為であり、実際のサービス取引の局面での「使用」を規定するものである。

五号は、「役務の提供の用に供する物」に標章を付したものを役務の提供のために展示する行為である。なお、この場合「役務の提供の用に供する物」は、役務の提供を受ける者の利用に供する物を含み、これより更に広い概念である。

六号は、役務の提供の対象となる役務の提供を受ける者の物に標章を付する行為である。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-30；　役務についての使用 》
・第３号
　※需要者の利用のために、通常一般に必要とされる物　
銀行の預金サービスにおける通帳、飲食サービスにおける食器、旅客運送サービスにおける車両
・第４号
　自社の標章を付したトラックを用いた運送サービス
・第５号
　※「役務の提供の用に供する物」には、役務の提供者が用いる物と、役務の需要者が用いる物の両方が含まれる。

　コーヒーショップにおいて標章を付したコーヒーメーカーを店内に設置する行為

　コーヒーショップにおいて標章を付したコーヒーカップを店内に並べる行為
・第６号
　クリーニング業者がクリーニングした顧客の衣装に自らの役務商標を表示したラベルを付する行為
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

２ ホテルがそのホテル名からなる商標を付したバスローブを宿泊客の利用に供する行為は、役務についての商標の使用に該当するが、ホテルが当該バスローブを販売する行為は、商品についての商標の使用に該当する場合がある。

（〇）　第２条第３項第２号、４号。前段は４号、後段は２号に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-26〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
(ﾆ) クリーニング業者がクリーニング後の被服類を自己の標章が付されたビニール包装に入れて顧客に返却する行為は、商標の使用に該当する。
（〇）　第２条第３項第６号。
　⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-30；　役務についての使用 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-26〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
(ﾎ) レストランが料理を提供する際、飲食提供用の食器類に標章を付する行為は商標の使用となるが、標章を付したコーヒーサイフォンを客が飲食する店内カウンターの上に置く行為は、商標の使用とはならない。
（×）　前段は第２条第３項第３号、後段は第２条第３項第５号に該当するため、使用になる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ﾎ) 役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供するため貸し渡す物に標章を付したものを、これを用いて当該役務を提供するために輸入する行為。
（×）　第２条第３項各号。そのような規定はなく、商標の使用にあたらない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-24〕　商標法第２条第３項に規定する標章の使用に関して。

１ 洋品販売店において、試着室に標章を付する行為は、「役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物(譲渡し、又は貸し渡す物を含む。)に標章を付する行為」に該当する。
（〇）　第２条第３項第３号。洋品販売店における試着室は、「役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物」である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-24〕　商標法第２条第３項に規定する標章の使用に関して。

２ 靴販売店において、売場に備え置く試着用の靴べらに標章を付する行為は、「役務の提供に当たりその提供を受ける者の当該役務の提供に係る物に標章を付する行為」に該当する。
（×）　第２条第３項第３号、６号。「靴べら」は、「その提供を受ける者の当該役務の提供に係る物」すなわち「役務の提供を受ける者の物」ではないので、誤り。この行為は、第３号に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-24〕　商標法第２条第３項に規定する標章の使用に関して。

３ 商品の会計用のレジスターに標章を付して会計用カウンターに設置する行為は、「役務の提供の用に供する物(役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物を含む。)に標章を付したものを役務の提供のために展示する行為」に該当する。

（〇）　第２条第３項第５号。「商品の会計用のレジスター」は、「役務の需要者が用いる物」でないが、「役務の提供者が用いる物」に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-24〕　商標法第２条第３項に規定する標章の使用に関して。

５ 店舗内で、商品配置図の隅に小売業者等の標章を付したものを、パネルとして展示し、又はチラシとして配布する行為は、「役務の提供に当たりその提供を受ける者の利用に供する物(譲渡し、又は貸し渡す物を含む。)に標章を付したものを用いて役務を提供する行為」に該当する。
（〇）　第２条第３項第４号。商品配置図やチラシは、役務の需要者が利用する物である。
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第二条
３ 

七  　電磁的方法（※１）により行う映像面を介した役務の提供に当たりその映像面に標章を表示して役務を提供する行為 

※１：　電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によつて認識することができない方法をいう。次号において同じ。
《　青本　第２条　〔字句の解釈〕　〈その映像面に標章を表示して役務を提供する行為〉　》
商標の使用行為として、モニター、ディスプレイ等の「映像面」に商標を表示してサービスを提供する行為である。「その映像面」と規定したのは、サービス提供時の映像面と密接なつながりのある画面において商標が表示される必要があることを特定するためである。なお、「映像面」は事業者のものか顧客のものかを特定していないため、事業者のモニターを通じてサービス提供がされる場合も当号に含まれる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商２〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
４ 商標法第２条第３項第７号に規定される「映像面を介した役務の提供に当たりその映像面に標章を表示して役務を提供する行為」には、サービス提供時の映像面と密接なつながりのある画面に商標が表示される場合が含まれる。
（〇） 第２条第３項第７号。
　⇒《　青本　第２条　〔字句の解釈〕　〈その映像面に標章を表示して役務を提供する行為〉　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ﾛ) 電子的方法により行う映像面を介した役務の提供に当たりその映像面に標章を表示して役務を提供する行為。
（〇）　第２条第３項第７号。かっこ書より、電磁的方法には電子的方法も含まれるため、使用に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-24〕　商標法第２条第３項に規定する標章の使用に関して。

４ テレビでの通信販売において、標章を表示して商品の購入のために申込み手続の説明を行う行為は、「電磁的方法(電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によつて認識することができない方法をいう。)により行う映像面を介した役務の提供に当たりその映像面に標章を表示して役務を提供する行為」に該当する。

（〇）　第２条第３項第７号。

★★★★★★☆☆☆☆
第二条
３ 

八  　商品若しくは役務に関する広告、価格表若しくは取引書類に標章を付して展示し、若しくは頒布し、又はこれらを内容とする情報に標章を付して電磁的方法により提供する行為 
《　青本　第２条第３項第８号　》

八号は、商標の広告的使用を定義したものである。商標の広告的な使い方にも信用の蓄積作用があり、また、このような他人の使い方は商標の信用の毀損を招くという理由で、商標を広告等に用いる場合もその「使用」とみるべきだという見地から、現行法ではこれを商標の使用の一態様としてとらえたのである。したがって、商品が製造される前あるいは役務が提供をされる前にその商品又は役務に使用する予定の商標をあらかじめ新聞、雑誌などに広告するような場合は、その広告は既に商標の使用となるのである。この結果、旧法と異なる点は、不使用取消審判（五〇条）について、広告による使用があれば、不使用取消しを免れることとなる点である。また、他人によるこのような使用によって民事責任が生ずるかどうかは、従来解釈上はっきりしていなかったが、これを明文化した意味もある。なお、単に不使用取消しを免れるためだけの名目的な使用の行為があっても、使用とは認められない。刑罰等については従来も罰則が課せられていたのでほとんど差異はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商２〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
１ 会社の商号の略称や社標につき商標登録を受けていても、当該商標を商品や役務と無関係に、自社の名刺や封筒に表示する行為は、商標の「使用」に該当しない。
（〇）　第２条第３項。「商標」とは、商品又は役務について使用された標章である。商品や役務と無関係の使用は、商標の「使用」に該当しない。
　⇒《　青本　第２条第３項　》
《 茶園　『商標法（初版）』 page-32；　名刺 》

　名刺に企業の標章を付することがよく見られるが、一般的に、この場合の名刺は、標章自体を広告して、その知名度を高めるものであって、「商品若しくは役務に関する広告」ではないため、８号の標章の使用には該当しないと解される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

５ 商標の使用について、「グルメの妖怪」というキャラクターの図形の平面商標を、飲食店の壁に凹凸のある形状で付したときに、当該平面商標の使用に該当する場合はない。

（×）　第２条第３号第８号。広告としての使用に相当する。また、少しの凸凹は認められる。
《青本　第２条》
平面商標を実際に商品に表示するときには多少の凸凹ができることもあるが、社会通念上許容することができる範囲のものについては平面商標として取り扱うのが妥当である。例えば、石けんに商標を付するとき（刻印）には、その部分に凹ができるが、これは平面商標の使用と認められよう。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。
２ 菓子の製造小売業者が、自ら製造した菓子を販売する店舗の看板に自己の標章を表示する行為は、小売の業務において行われる役務についての商標の使用に該当する。
（〇）　第２条第３項第８号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。
４ 自動車修理業者が、定期点検を完了したことを証するため、点検を終了した自動車の車体に自己の標章を付する行為は、役務の提供に当たりその提供を受ける者の当該役務の提供に係る物に標章を付する行為であり、商標の使用に該当する。
（〇）　第２条第３項第８号。第２条第４項第１号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。
５ 商品その他の物に標章を付することには、商品又は役務に関する広告を標章の形状とすることが含まれるが、標章を立体的形状とした広告塔、店頭人形を商品の販売のために展示する行為は、商標の使用に該当しない。
（×）　第２条第３項第８号、第４項第１号。広告としての使用に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-26〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
(ﾊ) 標章のみを表示した店頭の看板であっても、その店舗の状況等からして特定の商品、役務を広告していることが明らかであると判断される場合には、商標の使用となることがある。
（〇）　第２条第３項第８号。問題文の場合は、商標の使用となることがある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-７〕　商標の使用等に関して。
４ 商標は、業として商品を生産し、証明し、又は譲渡する者がその商品について使用をするものであるため、商品の生産準備中に、使用予定の商標を新聞・雑誌などに広告することは商標の使用には当たらない。
（×）　第２条第３項第８号。商標の使用に当たる。
　⇒《　青本　第２条第３項第８号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ﾊ) 商品に関する広告又は価格表を内容とする情報に標章を付して磁気的方法により提供する行為。
（〇）　第２条第３項第８号。商標の使用に当たる。電磁的方法には、磁気的方法も含まれる（第２条第３項第７号かっこ書）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ﾆ) 商品に関する広告を標章の形状としたものを展示する行為。
（〇）　第２条第３項第８号、第２条第４項第１号。商標の使用に当たる。

★★★☆☆☆☆☆☆☆
第二条
３ 

九  　音の標章にあつては、前各号に掲げるもののほか、商品の譲渡若しくは引渡し又は役務の提供のために音の標章を発する行為 

十  　前各号に掲げるもののほか、政令で定める行為 
《　平成２６年改正本　page-163　》

①　音の標章等の使用行為の追加（第３項第９号及び第１０号）

現行法の保護対象は、文字や図形等の視認可能な商標のみであるため、その使用の定義もこれに対応したものとなっており、今回保護対象に追加する音の商標には対応していない。このため、音の標章について、機器を用いて再生する行為や楽器を用いて演奏する行為といった、商品の譲渡若しくは引渡し又は役務の提供のために実際に音を発する行為を標章の使用行為として追加することとした（第９号）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商２〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
３ 音の標章の「使用」には、商品の譲渡若しくは引渡し又は役務の提供のために、機器を用いて音を再生する行為は含まれるが、楽器を用いて演奏する行為は含まれない。
（×）　第２条第３項第９号。
　⇒《　平成２６年改正本　page-163　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

４ 飲食店の店内に置かれた「グルメの妖怪」というキャラクターが、飲食物の提供に際して、言語的要素のない一定の同じ音を発する行為は、音の商標の使用に該当する場合がある。

（〇）　第２条第３号第９号。また、音の商標に言語的要素を含まれている必要はない。ウィンドウズの立ち上げ音、正露丸のラッパの音楽などです（登録されてませんけど）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。

３ 商品又は役務に関する広告として、飛行機が空に描いた文字や図形は、短時間で消失しても商標法上の商標の使用に該当するが、ラジオ、スピーカーでの街頭放送による広告は商標の使用に該当しない。
（×）　第２条第３項第９号。
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第二条
４  　前項において、商品その他の物に標章を付することには、次の各号に掲げる各標章については、それぞれ当該各号に掲げることが含まれるものとする。 

一  　文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合の標章　　商品若しくは商品の包装、役務の提供の用に供する物又は商品若しくは役務に関する広告を標章の形状とすること。 

《　青本　第２条第４項第１号　》
一号は、平成二六年の一部改正前の本項と同内容を規定したものであり、すなわち、文字、図形、記号又は立体的形状等の標章について、前項各号でいう「付する」には、商品その他の物の形状自体を標章の形状とすることが含まれることを明らかにした規定である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商２〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
５ 立体的な標章を商品自体の形状とすることは、商品に「標章を付する行為」に含まれ、立体商標の「使用」となる。
（〇）　第２条第４項第１号。
　⇒《　青本　第２条第４項第１号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-41〕　商標法第２条に規定する商標の使用について。
５ 商品その他の物に標章を付することには、商品又は役務に関する広告を標章の形状とすることが含まれるが、標章を立体的形状とした広告塔、店頭人形を商品の販売のために展示する行為は、商標の使用に該当しない。
（×）　第２条第３項第８号、第４項第１号。広告としての使用に該当する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-35〕　商標法第２条に規定する標章についての使用に該当する行為に関して。
(ﾆ) 商品に関する広告を標章の形状としたものを展示する行為。
（〇）　第２条第３項第８号、第２条第４項第１号。商標の使用に当たる。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第二条
４
二  　音の標章　　商品、役務の提供の用に供する物又は商品若しくは役務に関する広告に記録媒体が取り付けられている場合（商品、役務の提供の用に供する物又は商品若しくは役務に関する広告自体が記録媒体である場合を含む。）において、当該記録媒体に標章を記録すること。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商２〕　商標法第２条に規定する商標及び標章の使用に関して。
２ 「商品」に記録媒体が取り付けられている場合、当該記録媒体に音の標章を記録することは、当該商品に「標章を付する行為」に含まれる。
（〇）　第２条第４項第２号。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第二条
５  　この法律で「登録商標」とは、商標登録を受けている商標をいう。
《　青本　第２条第５項　》
この定義から導かれる結論は、商標登録があった商標は商標権者が使用するときはもちろん、他の何人が使うときでも登録商標であり、また、指定商品又は指定役務に使うときはもちろん、指定商品以外の商品若しくは役務又は指定役務以外の役務若しくは商品に使うときでも登録商標だということである。例えば、Ａという商標について商標登録があったと仮定すると、このＡは何人がいかなる商品若しくは役務について使用をするときでも登録商標の使用をするということになる。ただし、これが侵害になるかどうかは二五条等の規定から導かれる問題であって、この定義のみから直接に導かれるものではない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-７〕　商標の使用等に関して。

５ 登録商標と同一の商標であっても、商標権者以外の者が使用したときは、その商標は登録商標ではない。
（×）　第２条第５項。商標権者以外の者が使用しても、その商標は登録商標である。
　⇒《　青本　第２条第５項　》
★★★★☆☆☆☆☆☆

第二条
６  　この法律において、商品に類似するものの範囲には役務が含まれることがあるものとし、役務に類似するものの範囲には商品が含まれることがあるものとする。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-７〕　商標法第２条に規定する商標の定義等に関して。

１ 「小売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」の役務に類似するものの範囲には、当該役務において取り扱われる商品が含まれる場合がある。

（〇）　第２条第２項、第６項。「小売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」は、役務である（第２条第２項）。また、役務と商品は互いに類似する場合がある（第２条第６項）。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-60〕　商標法上の商品及び役務に関して。
３ 商品に類似するものの範囲には役務が含まれることがあり、役務に類似するものの範囲には商品が含まれることがある。
（〇）　第２条第６項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-51〕　商標法上の商品、役務又は区分等に関して。
２ 商品に類似するものの範囲には小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供が含まれることがあり、小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供に類似するものの範囲には商品が含まれることがある。

（〇）　第２条第２項、第６項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-51〕　商標法上の商品、役務又は区分等に関して。
３ 「商品Ａの小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」を指定役務とする商標イについての商標登録出願Ａをしたところ、商品Ａに類似する「商品Ｂ」を指定商品とし、商標イと同一又は類似の商標ロについての他人の先願に係る登録商標Ｘが存在する場合、出願Ａは、登録商標Ｘが存在することを理由として拒絶されることはない。

（×）　第２条第６項。「役務に類似するものの範囲には商品が含まれることがある」ため、役務の商標イと商品の商標ロが類似すると判断され、拒絶される場合がある。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-14〕　商標登録出願に関して。

３ 「茶・コーヒー及びココア」を指定商品とする先願に係る商標登録Ａがある場合であっても、当該登録商標と同一又は類似の商標について「茶・コーヒー及びココアの小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」を指定役務とする商標登録出願Ｂは、商標登録Ａの存在を理由に拒絶されることはない。

（×）　第２条第６項。「役務に類似するものの範囲には商品が含まれることがある」ため、拒絶される場合がある。
第二章　商標登録及び商標登録出願  
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（商標登録の要件） 

第三条  　自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標については、次に掲げる商標を除き、商標登録を受けることができる。 
《　第３条第１項各号の記憶方法》
▼①普通の名　②慣用③記述　④氏または名　⑤極めて簡単　⑥総括条項　▼
《　商標審査基準　第３条第１項全体　》

１．判断時期について

本項に該当するか否かの判断時期は、査定時とする。

なお、拒絶査定不服審判請求がなされた場合の判断時期は、審決時である。
２．立体商標について

(1) 立体的形状に、識別力を有する文字、図形等の標章を結合し、かつ、当該文字、図形等の標章が商品又は役務の出所を表示する識別標識としての使用態様で用いられていると認識できる場合は、商標全体としても本項各号に該当しないと判断する。

(2) 本項各号に該当する文字に単に厚みをもたせたにすぎない立体的形状のみからなる場合は、本項各号に該当すると判断する。
３．動き商標について

(1) 動き商標を構成する文字や図形等の標章と、その標章が時間の経過に伴って変化する状態とを総合して商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。
４．ホログラム商標について

(1) ホログラム商標を構成する文字や図形等の標章と、その標章が立体的に描写される効果、光の反射により輝いて見える効果、見る角度により別の表示面が見える効果等のホログラフィーその他の方法による視覚効果により変化する状態とを総合して商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。

５．色彩のみからなる商標について

(1) ２以上の色彩を組み合わせてなる場合は、商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。色彩を付する位置を特定したものについても、同様とする。

(2) 色彩を付する位置を特定したものについては、色彩のみからなる商標を構成する標章は色彩のみであることから、その位置は考慮せず、色彩が本項各号に該当するか否かを判断する。
６．音商標について

(1) 音商標を構成する音の要素(音楽的要素及び自然音等)及び言語的要素(歌詞等)を総合して商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。

(2) 言語的要素が本項各号に該当しない場合には、商標全体としても本項各号に該当しないと判断する。

(3) 音の要素が本項各号に該当しない場合には、商標全体としても本項各号に該当しないと判断する。
７．位置商標について

(1) 位置商標を構成する文字や図形等の標章とその標章が付される位置とを総合して、商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。
《　商標審査基準　第３条第１項柱書　》
２．｢使用をする商標｣について

(1) ｢使用をする｣とは、指定商品又は指定役務について、出願人又は出願人の支配下にあると実質的に認められる者(以下｢出願人等｣という。)が、出願商標を現に使用している場合のみならず、将来において出願商標を使用する意思(以下｢使用の意思｣という。)を有している場合を含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-２〕　商標の保護対象に関して。

５ 部分意匠（物品の部分の形状、模様若しくは色彩又はこれらの結合）として意匠登録された物品の部分は、位置商標として、商標登録を受けることができる場合がある。

（〇）　第３条、第１５条など。部分意匠との関連で拒絶される規定はない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-18〕　商標法第３条に規定する商標登録の要件に関して。
１　自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標については、自他商品又は自他役務の識別力を欠くものを除いて商標登録を受けることができるとされているが、商標登録出願人が、現にその指定商品又は指定役務に係る業務を行っていないときは、その商標の使用をするとはいえないから、当該商標登録出願は必ず拒絶される。
（×）　第３条第1項柱書。将来において出願商標を使用する意思を有している場合も、「使用をする」に含まれる。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項柱書　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-18〕　商標法第３条に規定する商標登録の要件に関して。

２　商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標及び商品又は役務について慣用されている商標に係る商標登録出願は、商標法第３条第１項第１号及び同第２号の規定に査定時及び出願時の双方において該当する場合のみ拒絶される。
（×）　本項に該当するか否かの判断時期は、査定時とする。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項全体　》　１．判断時期について
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-２〕　商標登録の要件等に関して。

５ 商品に係る商標の出願人は、自己の業務に係る商品について使用をしないことを理由として、拒絶されることがある。
（〇） 第３条第１項柱書。「使用をする商標」でなければならない。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項柱書　》
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第三条
一  　その商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標 
《　商標審査基準　第３条第１項第１号　》

１．｢商品又は役務の普通名称｣について

(例１) 一般的な名称

商品｢サニーレタス｣について、商標｢サニーレタス｣

商品｢電子計算機｣について、商標｢コンピュータ｣

役務｢美容｣について、商標｢美容｣

(例２) 略称

商品｢スマートフォン｣について、商標｢スマホ｣

商品｢アルミニウム｣について、商標｢アルミ｣

商品｢パーソナルコンピュータ｣について、商標｢パソコン｣

役務｢損害保険の引受け｣について、商標｢損保｣

役務｢航空機による輸送｣について、商標｢空輸｣

(例３) 俗称

商品｢塩｣について、商標｢波の花｣
２．｢普通に用いられる方法で表示する｣について
　(2) 文字の表示方法について

(ｱ) 商品又は役務の普通名称をローマ字又は仮名文字で表示するものは、｢普通に用いられる方法で表示する｣ものに該当すると判断する。

(ｲ) 取引者において一般的に使用されていない漢字(当て字)で表示するものは｢普通に用いられる方法で表示する｣に該当しないと判断する。
《　商標審査基準　第４条第１項第14号(種苗法で登録された品種の名称)　》
３．品種登録を受けた品種の名称については、その登録の存続期間の満了等により育成者権が消滅した後は、本号に該当せず、指定商品又は指定役務との関係により、商標法第３条第１項第１号、同項第３号又は同項第６号に該当するか否かを判断する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-３〕　商標法に規定された商標登録の要件等に関して。

１ 商標登録出願の審査において当該商標が、「商品の普通名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標」の「普通名称」に該当するかどうかは、査定時をその判断の基準時として決められるべきものであって、出願時に普通名称でなかったとしても、査定に当たりこのことは考慮されない。
（〇）　第３条第１項第１号。第３条第１項に該当するか否かの判断時期は、査定時である。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項全体　》

１．判断時期について

本項に該当するか否かの判断時期は、査定時とする。

なお、拒絶査定不服審判請求がなされた場合の判断時期は、審決時である。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第三条
二  　その商品又は役務について慣用されている商標 

《　青本　第３条第１項第２号　》
旧法は慣用商標に類似する商標も画一的に登録しないことにしているけれども、慣用商標それ自体が自他商品又は自他役務の識別力がないからといって必ずしもその類似商標も同様であるとは限らないから、個々に判断して不登録とすべきものは六号で読むこととした。
《　商標審査基準　第３条第１項第２号　》

１．｢商品又は役務について慣用されている商標｣について

(例１) 文字や図形等からなる商標

商品｢自動車の部品、付属品｣について、商標｢純正｣、｢純正部品｣

商品｢清酒｣について、商標｢正宗｣

商品｢カステラ｣について、商標｢オランダ船の図形｣

商品｢あられ｣について、商標｢かきやま｣

役務｢宿泊施設の提供｣について、商標｢観光ホテル｣

(例２) 色彩のみからなる商標

役務｢婚礼の執行｣について、商標｢赤色及び白色の組合せの色彩｣

役務｢葬儀の執行｣について、商標｢黒色及び白色の組合せの色彩｣

(例３) 音商標

商品｢焼き芋｣について、商標｢石焼き芋の売り声｣

役務｢屋台における中華そばの提供｣について、商標｢夜鳴きそばのチャルメラの音｣
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-45〕　商標法第３条及び第４条に規定する商標登録の要件に関して。

(ﾆ) その商品について慣用されている商標に類似する商標は、商標法第３条第１項第２号の規定に該当し、商標登録を受けることができない。

（×）　第３条第１項第２号。「慣用されている商標」が第２号に該当し、「慣用されている商標に類似する商標」は第２号に該当しない。
　⇒《　青本　第３条第１項第２号　》
★★★★★☆☆☆☆☆
第三条
三  　その商品の産地、販売地、品質、原材料、効能、用途、形状（※１）、生産若しくは使用の方法若しくは時期その他の特徴、数量若しくは価格又はその役務の提供の場所、質、提供の用に供する物、効能、用途、態様、提供の方法若しくは時期その他の特徴、数量若しくは価格を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標 
※１：　包装の形状を含む。第二十六条第一項第二号及び第三号において同じ。

《　青本　第３条第１項第３号　※抜粋　》
三号は、商品の産地、販売地又は役務の提供の場所等を普通の態様で表示する標章のみからなる商標である。例えば、東京で作られたものを「東京」と表示する、大阪で作られたものを「東京」と表示するような場合である。
これら本号列挙のものを不登録とするのは、これらは通常、商品又は役務を流通過程又は取引過程に置く場合に必要な表示であるから何人も使用をする必要があり、かつ、何人もその使用を欲するものだから一私人に独占を認めるのは妥当ではなく、また、多くの場合にすでに一般的に使用がされあるいは将来必ず一般的に使用がされるものであるから、これらのものに自他商品又は自他役務の識別力を認めることはできないという理由による。ただし、一号の普通名称と同様に特殊な態様で表示した場合や商標の一部として含む場合は本号の適用は免れる。本号の例としては、「一級」、「一番」、「スーパー」、「よくきく」等がある。

商品若しくはその包装又は役務の提供の用に供する物の立体的形状を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標も本号に基づき登録されないこととした。すなわち、三号の商品の形状には、商品の立体的形状や商品の包装の形状も含まれる。
当該立体商標について全体観察した場合に、需要者によって、結局、商品の形状、商品の包装の形状又は役務の提供の用に供する物の形状そのものの範囲を出ないと認識されるにすぎない商標は本号に該当するものとされ、登録されない。ちなみに、識別力を有しない立体的形状と識別力を有する文字・図形等との結合からなる商標について、商標全体として識別力を有する場合は、立体商標として商標登録されることもありうる。しかし、この場合、立体的形状部分には識別力がないのであるから、二六条の規定の適用により、登録後においても当該立体的形状部分に基づく商標権の権利行使をすることはできない。

自他商品又は自他役務の識別力がない商標として、商品等が通常有する色彩や発する音の特徴についても本号で網羅的に捕捉する必要がある。
《　商標審査基準　第３条第１項第３号　》
２．商品の｢産地｣、｢販売地｣、役務の｢提供の場所｣について

(1) 商標が、国内外の地理的名称(国家、旧国家、首都、地方、行政区画(都道府県、市町村、特別区等)、州、州都、郡、省、省都、旧国、旧地域、繁華街、観光地(その所在地又は周辺地域を含む。)、湖沼、山岳、河川、公園等を表す名称又はそれらを表す地図)からなる場合、取引者又は需要者が、その地理的名称の表示する土地において、指定商品が生産され若しくは販売され又は指定役務が提供されているであろうと一般に認識するときは、商品の｢産地｣若しくは｢販売地｣又は役務の｢提供の場所｣に該当すると判断する。

(2) 商標が、国家名(国家名の略称、現存する国の旧国家名を含む。)、その他著名な国内外の地理的名称からなる場合は、商品の｢産地｣若しくは｢販売地｣又は役務の｢提供の場所｣に該当すると判断する。
６．｢のみからなる｣について

商品又は役務の特徴等を表示する２以上の標章からなる商標については、原則として、本号に該当すると判断する。
《　東京高裁　判例　平成１３年７月１７日　「ヤクルト容器事件」　》
※平成１２年（行ケ）第４７４号　審決取消請求事件
　本願商標は、指定商品である「乳酸菌飲料」の容器に関するものである。そこて、飲料に係る商品の容器の形状に係る立体商標についてみるに、このような容器の形状は、容器自体の持つ機能を効果的に発揮させたりする等の目的で選択される限りにおいては、原則として、商品の出所を表示し、自他商品を識別する標識を有するものということはてきない。
（なお、現在では第３条第２項の主張が認められ、晴れて立体商標になっています）
《　東京高裁　判例　平成１５年８月２９日　「サントリー角瓶事件」　》
記述的商標に該当するというためには、必ずしも当該形状が現実に特定の商品等に使用されていることを要せず、取引者、需要者によって、当該形状が指定商品に係る商品等に用いられるであろうと一般的に認識されることをもって足りるから、本願商標に係る形状と同一又は類似の形状を採用したウイスキー製品が、現在まで日本国内において存在しないとしても、指定商品の包装の形状を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標について特定人による独占的使用を認めることが、公益上適当としないものであることに変わりがない。
《　最高裁　判例　昭和６１年１月２３日　「ジョージア事件」　》
商標登録出願に係る商標が商標法三条一項三号にいう「商品の産地又は販売地を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標」に該当するというためには、必ずしも当該指定商品が当該商標の表示する土地において現実に生産され又は販売されていることを要せず、需要者又は取引者によつて、当該指定商品が当該商標の表示する土地において生産され又は販売されているであろうと一般に認識されることをもつて足りるというべきである。
原審の適法に確定した事実関係のもとにおいては、本件商標登録出願に係る「ＧＥＯＲＧＩＡ」なる商標に接する需要者又は取引者は、その指定商品であるコーヒー、コーヒー飲料等がアメリカ合衆国のジヨージアなる地において生産されているものであろうと一般に認識するものと認められ、したがつて、右商標は商標法三条一項三号所定の商標に該当するというべきである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-２〕　商標の保護対象に関して。

２ 三色の色彩のみからなる商標は、商品の特徴に該当する色彩のみからなることを理由として、その商標に係る商標登録出願が拒絶される場合はない。

（×）　第３条第１項第３号。「その他の特徴」に、色彩、音が含まれている。
　⇒《　青本　第３条第１項第３号　※抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H27-43〕　商標法第３条が規定する商標登録の要件及び第４条が規定する商標の不登録事由に関して。

(ﾎ) 商品が通常発する音は、商標法第３条第１項第３号に規定される商品の「その他の特徴」を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標に該当する。

（〇）　商品等が通常発する音の特徴は、本号で網羅的に捕捉される。
　⇒《　青本　第３条第１項第３号　※抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-45〕　商標法第３条及び第４条に規定する商標登録の要件に関して。

(ｲ) 商標登録出願に係る立体商標について全体観察した場合に、需要者によって、指定役務の提供の用に供する物の形状そのものの範囲を出ないと認識されるにすぎない場合、当該商標は、その商標の使用により自他役務の識別力を獲得しない限り、商標登録を受けられない。
（〇）　第３条第１項第３号、第２項。
　⇒《青本　第３条第１項第３号　※抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-15〕　商標登録の要件等に関して。
(ﾛ) 商標登録出願に係る商標が、その指定商品「乳酸菌飲料」の容器の形状に係る立体商標である場合、この容器の形状が、容器自体の持つ機能を効果的に発揮させる目的で選択される限りにおいては、原則として、商標登録を受けることができない。
（〇）　第３条第１項第３号。
　⇒《　東京高裁　判例　平成１３年７月１７日　「ヤクルト容器事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-18〕　商標法第３条に規定する商標登録の要件に関して。
３　商品の産地を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標が、商標登録の要件を欠くとされるのは、現実に産地表示として一般的に使用されている標章であって商標としての機能を果たし得ないからであって、取引に際し必要適切な表示として何人もその使用を欲するものとして特定人によるその独占使用を認めるのが公益上適当でないことを理由としては、当該商標登録出願は拒絶されることはない。

（×）　第３条第１項第３号。後段の理由でも、拒絶される。
⇒《　青本　第３条第１項第３号　※抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-18〕　商標法第３条に規定する商標登録の要件に関して。
４　指定商品の包装の形状そのものの範囲を出ないと認識されるにすぎない商標は、当該形状に係る商品が現実の取引上存在していない場合であっても、その商標の使用により自他商品識別力を獲得していない限り、当該商標登録出願は拒絶される。
（〇）　第３条第１項第３号、第２項。
　⇒《　東京高裁　判例　平成１５年８月２９日　「サントリー角瓶事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-３〕　商標法に規定された商標登録の要件等に関して。

２ 商標登録出願に係る商標が、「指定商品の品質を表示するもの」に該当するものというためには、当該商標がその商品の品質を表示するものとして一般消費者間で広く認識されていないものであっても、取引業者間で認識されているものであれば足りる。
（〇）　第３条第１項第３号。第３条第１項の規定は、全体的に、取引業者間を想定した規定である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-３〕　商標法に規定された商標登録の要件等に関して。

４ 商標登録出願に係る商標が、「商品の産地を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標」に該当するというためには、当該出願の指定商品が当該商標の表示する土地において現実に生産されていることを要する。
（×）　第３条第１項第３号。現実に生産されていなくても、取引者又は需要者が、その地理的名称の表示する土地において、指定商品が生産されているであろうと一般に認識するときは、商品の｢産地｣に該当すると判断する。

　⇒《　商標審査基準　第３条第１項第３号　》
　⇒《　最高裁　判例　昭和６１年１月２３日　「ジョージア事件」　》
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第三条
四  　ありふれた氏又は名称を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標 

《　青本　第３条第１項第４号》
四号は、ありふれた氏又は名称を普通の態様で表示する標章のみからなる商標である。どの程度のものがありふれた氏又は名称かは個別に判断される。「名称」は商号を含む概念である。本号も一号と同様に特殊な態様で表示した場合や商標の一部として含む場合はその適用を免れる。伊藤、斎藤、田中、山田、鈴木等の氏はおそらく本号に該当するものとされるであろう。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-47 》
　本号にいう「氏」とは、自然人の氏姓のことういう。「名称」とは、法人の表示のことをいう。「氏」には識別力がないとされるが、多くの場合「氏名」には識別力があるとされる。なお、外国人の「氏」は４号に該当しないとされている。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-43〕　商標法第３条が規定する商標登録の要件に関して。

(ﾊ) ありふれた氏とありふれた名を結合した氏名を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標は、商標法第３条第２項の規定により、使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができる商標として認められた場合を除き、商標登録を受けることができない。
（×）　「氏又は名称・・・」が第４号に該当するものであり、「氏と名の結合」は該当しない。また、第３条第２項に該当しても、第４条第１項第８号に該当すれば、商標登録を受けられない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。

(ﾊ)　出願人の氏のみからなる商標が、他人の著名な略称と同一の場合には、その者の承諾を得たときでも、その商標は登録されないことがある。
（〇）　第３条第１項第４号、第４条第１項第８号。あるいは、第４条第１項第１５号など。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-２〕　商標登録の要件等に関して。

３ 「佐藻」(サソウ)なる氏がありふれたものではないとされる場合であっても、ありふれた氏である「佐藤」(サトウ)に類似するため、「佐藻」の文字を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標は、ありふれた氏に該当し、登録されることはない。

（×）　第３条第１項第４号。「佐藻」がありふれたものでないので、登録される場合がある。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第三条
五  　極めて簡単で、かつ、ありふれた標章のみからなる商標 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-18〕　商標法第３条に規定する商標登録の要件に関して。
５　極めて簡単な標章のみからなる商標又はありふれた標章のみからなる商標は、いずれも、使用により自他商品又は自他役務の識別力を獲得していない限り、当該商標登録出願は拒絶される。
（×）　第３条第１項第５号。「又は」ではなく、「かつ」が正しい。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第三条
六  　前各号に掲げるもののほか、需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができない商標 
《　青本　第３条第１項　第６号》

六号は、一号から五号までの総括条項である。逆にいえば、一号から五号までは六号を導き出すための例示的列挙ともいえるのであり「特別顕著」の一般的な意味を明らかにしているのである。
本号の意味するのは「需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができない」ことであって、必ずしも需要者がその商品又は役務が特定の者の業務に係るものであることを認識することができるかどうかを問題にしているのではない。現在の商品流通機構、サービス取引事情の中では、例えば、日常の消費物資等について、それが特定の業務を営む者から流出したことを認識してその者自身の信用を背景として当該商品を購入することは極めて稀であり、多くの場合同一商標の使用をした商品は以前に購入した商品と同等の品質があるだろうとの予測の下に購入するのが実情だから、商標のもつべき本質的機能としては自他商品又は自他役務を区別し、それが一定の出所から流出したものであることを一般的に認識させることができれば十分なのである。
《 茶園　『商標法（初版）』 page-49 》
　６号に該当する商標として、地模様（模様的に連続反復する図形等により構成されている）、標語（キャッチフレーズ）、「Net」、「メートル」等の数量等に用いられる文字等、現元号の「平成」、｢HEISEI｣の文字があるとされている。また、特定の役務について多用されている店名は、６号に該当するものとされている。たとえば、飲食業として、「愛」、「フレンド」などである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-43〕　商標法第３条が規定する商標登録の要件に関して。

(ﾛ) 商標法第３条第１項第６号は、同第１号ないし同第５号には該当しないが、例えば、地模様、キャッチフレーズ、現元号「平成」のようなものであって、それ自体が自他商品・役務の識別性を有しない商標に適用される。

（〇）
　⇒《 茶園　『商標法（初版）』 page-49 》
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第三条
２  　前項第三号から第五号までに該当する商標であつても、使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができるものについては、同項の規定にかかわらず、商標登録を受けることができる。 

《　商標審査基準　第３条第２項　商標　》
１．商標の｢使用｣について

(1) 商標について

出願商標と使用商標とが外観において異なる場合は、出願商標を使用しているとは認めない。

ただし、出願商標と使用商標とが外観上厳密には一致しない場合であっても、外観上の差異の程度や指定商品又は指定役務における取引の実情を考慮して、商標としての同一性を損なわないものと認められるときは出願商標を使用しているものと認める。

《　商標審査基準　第３条第２項　需要者の認識　》
２．｢需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができるもの｣について

(1) 需要者の認識について

｢需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができるもの｣とは、何人かの出所表示として、その商品又は役務の需要者の間で全国的に認識されているものをいう。
《　東京高裁　判例　昭和５９年９月２６日　「ジョージア事件　第１審」　》
商標法３条２項により商標登録を受けることができるのは、商標が特定の商品につき同項所定の要件を充足するに至つた場合、その特定の商品を指定商品とするときに限るものと解するのが相当であり、また、出願商標の指定商品中の一部に登録を受けることのできないものがあれば、出願の分割ないし手続補正により登録を受けることのできない指定商品が削除されない限り、その出願は全体として登録を受けることができないものといわなければならないから、本願商標は、前認定のとおり指定商品中の紅茶について同項所定の要件を充足していない以上、指定商品全部にわたり登録を受けることができないものといわなければならない。
（昭和 58年 (行ケ) 156号 ）
《　東京高裁　判例　平成２０年５月２９日　「コカコーラボトル立体商標事件」　》
▼立体は　形状変更　企業名　需要者の目に　強い印象▼

そして、使用に係る商標ないし商品等の形状は、原則として、出願に係る商標と実質的に同一であり、指定商品に属する商品であることを要する。

もっとも、商品等は、その製造、販売等を継続するに当たって、その出所たる企業等の名称や記号・文字等からなる標章などが付されるのが通常であり、また、技術の進展や社会環境、取引慣行の変化等に応じて、品質や機能を維持するために形状を変更することも通常であることに照らすならば、使用に係る商品等の立体的形状において、企業等の名称や記号・文

字が付されたこと、又は、ごく僅かに形状変更がされたことのみによって、直ちに使用に係る商標が自他商品識別力を獲得し得ないとするのは妥当ではなく、使用に係る商標ないし商品等に当該名称・標章が付されていることやごく僅かな形状の相違が存在してもなお、立体的形状が需要者の目につき易く、強い印象を与えるものであったか等を総合勘案した上で、立体的形状が独立して自他商品識別力を獲得するに至っているか否かを判断すべきである。
（平成１９年（行ケ）第１０２１５号審決取消請求事件）

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-34〕　地域団体商標及び団体商標に関して。

３ 地域の名称及び自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標については、団体商標として登録を受けることができる場合はない。

（×）　第３条第１項第３号、第２項。本問の商標は第３条第１項第３号に該当するが、第２項の条件を満たせば登録を受けることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-３〕　商標法に規定された商標登録の要件等に関して。

３ 商標登録出願に係る商標が、「極めて簡単で、かつ、ありふれた標章のみからなる商標」である場合であっても、「使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することができる商標である」と認められるためには、一地域において識別力があるだけでは足りない。

（〇）　第３条１項第５号、２項。需要者の間で全国的に認識されていることが必要である。
　⇒《　商標審査基準　第３条第２項　需要者の認識　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-２〕　商標登録の要件等に関して。
１ 甲は、商品「ドーナツ」に商標「ミルクドーナツ」を用いて販売していたところ、この売れ行きが好調で、全国各地から買いに来る人まで出てきたので、甲が実際に使用している態様の商標について、「ドーナツ」を指定商品として出願したが、この商標は登録されることはない。
（×）　第３条１項第３号、２項。第３条１項第３号に該当するが、需要者の間で全国的に認識されていれば、登録される場合がある。
　⇒《　商標審査基準　第３条第２項　需要者の認識　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-２〕　商標登録の要件等に関して。

２ 複数の商品を指定商品として商標登録出願をしていたところ、それらの指定商品の品質を普通に用いられる方法で表示する標章のみからなる商標ではあったが、使用をされた結果、指定商品の中の１つが、需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することができるに至った場合、当該出願に当初から記載されたすべての商品について商標登録を受けることができる。

（×）　第３条１項第２項。商標登録を受けることができるのは、指定商品だけである。
　⇒《　東京高裁　判例　昭和５９年９月２６日　「ジョージア事件　第１審」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-２〕　商標登録の要件等に関して。

４ 指定商品「ボールペン」について、自ら創作した立体形状に係る立体商標登録出願をしたところ、その立体商標は指定商品の形状を普通に用いられる方法で表示したにすぎないとして、拒絶理由の通知を受けた。しかしながら、このボールペンに、「○○○グリップ」の文字を付加して販売したところ、人気商品となった。この場合、当該出願に係る立体商標は、使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品であることを認識することができるものとして、商標登録を受けることができる。

（×）　第３条１項第２項。出願商標と使用商標とが外観において異なる場合は、出願商標を使用しているとは認めない。ただし、平成２０年に「コカコーラボトル立体商標事件」の判例ができたので微妙であるが、原則的にはそういう審査基準である。
　⇒《　商標審査基準　第３条第２項　商標　》
　⇒《　東京高裁　判例　平成２０年５月２９日　「コカコーラボトル立体商標事件」　》
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（商標登録を受けることができない商標） 

第四条  　次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を受けることができない。 
《　第４条第１項第１号～第５号の記憶法　》
▼　①菊の花　②パリの紋章　③黒サイと　④赤いライオン　⑤印度象　▼
【解説】　

　③黒サイ　・・・　国際

　④赤いライオン　・・・　赤十字のマーク（白地に赤のライオン及び太陽）

　⑤印度象　・・・　印章
《　第４条第１項第６号～第９号の記憶法　》
▼　⑥団地妻　⑦公序良俗　⑧肖像画　⑨博覧会で　シックスナイン　▼
【解説】　

　⑥団地妻　・・・　地方公共団体、公益に関する団体

　シックスナイン　・・・　６号から９号

　※博覧会で、団地妻とシックスナインしている肖像画を展示したら、公序良俗違反になります

《　第４条第１項第１０号～第１５号の記憶法　》
▼　(10)銃公認　(11)先に発砲　(12)防護する　(13)柵に(14)種植え　(15)近藤総括　▼
【解説】　

　銃公認　・・・　１０号。広く認識されている。

　先に発砲　・・・　先の出願

　近藤総括　・・・　混同。１５号は１０～１４号の総括条項である。

　※柵に種を植え、木に育てて銃から防御しようと考えた近藤局長
《　第４条第１項第１６号～第１９号の記憶法　》
　　▼　(16)１６茶　質の誤認で　(17)酔っ払い　(18)放送できない　(19)不正の目的　▼
【解説】　

　放送　・・・　包装

　※１６茶というお酒があって、質の誤認を生じて飲んでしまった。酔っ払ってしまったので、放送できないような不正の目的をしゃべってしまった、、、
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（商標登録を受けることができない商標） 

第四条
一  　国旗、菊花紋章、勲章、褒章又は外国の国旗と同一又は類似の商標 
《　商標審査基準　第４条第１項第１号　》
５．｢同一又は類似の商標｣について

(1) 本号における類否は、国家等の尊厳を保持するという公益保護の観点から、商標全体がこれら国旗等と紛らわしいか否かにより判断する。

例えば、出願商標が、その一部に国旗等を顕著に有する場合は、商標全体として本号に該当するものと判断する。

(2) ｢菊花紋章｣の判断の例

上記(1)に加え、出願商標が、菊花を表し、その花弁の数が12以上24以下で表示されている場合は、｢菊花紋章｣に類似するものと判断する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-50〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
３ 商標登録出願に係る商標が、その一部に菊花紋章を顕著に有するものであっても、商標登録を受けることができる場合がある。
（×）　第４条第１項第１号。その一部に菊花紋章を顕著に有する場合は、受けられない。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ｲ)　商標の一部に外国の国旗の図形を有する場合は、商標全体としてはその国旗に類似しないときでも、商標中にその国旗の図形を有することをもって、当該商標登録出願は拒絶されることがある。
（〇）　第４条第１項第１号、第７号。商標全体としてはその国旗に類似しないので、第１号には該当しない。しかし、国旗の尊厳を害するような方法で表示した図形を有する場合、第７号で拒絶されることがある。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第７号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-14〕　商標登録出願に関して。

２ 商標登録出願に係る商標が、外国の国旗と同一又は類似のものである場合であっても、当該外国がパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国以外のものであれば、その商標について商標登録を受けることができる。

（×）　第４条第１項第１号。パリ条約の同盟国などは関係ない。第２号との差異に注意。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第四条

二  　パリ条約（※１）の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国の国の紋章その他の記章（※２）であつて、経済産業大臣が指定するもの（注１）と同一又は類似の商標 
※１：　千九百年十二月十四日にブラッセルで、千九百十一年六月二日にワシントンで、千九百二十五年十一月六日にヘーグで、千九百三十四年六月二日にロンドンで、千九百五十八年十月三十一日にリスボンで及び千九百六十七年七月十四日にストックホルムで改正された工業所有権の保護に関する千八百八十三年三月二十日のパリ条約をいう。以下同じ。
※２：　パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国の国旗を除く。

※注１：　官報に掲載（『商標審査基準』の該当部分を参照）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
１ 商標登録出願に係る商標が、その商標登録出願の時において商標法条約の締約国の国の紋章であって経済産業大臣が指定するものと類似するものであれば、査定時に当該紋章が経済産業大臣の指定するものでなくなった場合でも、商標登録を受けることはできない。
（×）　第４条第１項第２号、第３項。第４条第１項第２号の判断時は、査定時である。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
三  　国際連合その他の国際機関（ロにおいて「国際機関」という。）を表示する標章であつて経済産業大臣が指定するもの（注２）と同一又は類似の商標（次に掲げるものを除く。）
※注２：　官報に掲載（『商標審査基準』の該当部分を参照）
イ　自己の業務に係る商品若しくは役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されている商標又はこれに類似するものであつて、その商品若しくは役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について使用をするもの

ロ　国際機関の略称を表示する標章と同一又は類似の標章からなる商標であつて、その国際機関と関係があるとの誤認を生ずるおそれがない商品又は役務について使用をするもの

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
５ 国際連合その他の国際機関を表示する標章と同一又は類似の商標は、商標登録されることはない。
（×）　第４条第１項第３号。「経済産業大臣が指定するもの」でなければ、商標登録される場合がある。
★★★☆☆☆☆☆☆☆
第四条
四  　赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律 （昭和二十二年法律第百五十九号）第一条の標章若しくは名称又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号）第百五十八条第一項の特殊標章と同一又は類似の商標 

《　商標審査基準　第４条第１項第４号　》
[image: image1.emf]
(2)　「名称」は次のとおりである。
　　①　「赤十字」　　②　「ジュネーブ十字」
　　③　「赤新月」　　④　「赤のライオン及び太陽」

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾎ) 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第１５８条第１項の特殊標章と類似する商標は、商標登録される場合はない。
（〇）　第４条第１項第４号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-50〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
４ 商標登録出願に係る商標が、「黄色のライオン及び太陽」の文字からなるものであって、赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律（昭和２２年法律第１５９号）第１条の名称「赤のライオン及び太陽」と類似する場合、商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第４号。類似しているので、商標登録を受けることができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
２ 「ジュネーブ十字」の名称からなる商標は、商標登録されることはない。
（〇）　第４条第１項第４号。「ジュネーブ十字」は、赤十字の名称に含まれている。

　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第４号　》
★★★☆☆☆☆☆☆☆

第四条
五  　日本国又はパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国の政府又は地方公共団体の監督用又は証明用の印章又は記号のうち経済産業大臣が指定するもの（注３）と同一又は類似の標章を有する商標であつて、その印章又は記号が用いられている商品又は役務と同一又は類似の商品又は役務について使用をするもの 
※注３：　官報に掲載（『商標審査基準』の該当部分を参照）
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-45〕　商標法第３条及び第４条に規定する商標登録の要件に関して。

(ﾛ) 商標登録出願に係る商標が、パリ条約の同盟国の政府の証明用の印章のうち、経済産業大臣が指定するものと同一又は類似の標章を有するものであって、その印章が用いられている商品と同一又は類似の商品について使用をするものである場合、商標登録出願人が当該同盟国の政府であっても、商標登録を受けることができない。

（〇）　第４条第１項第５号。また、第４条第２項のような例外規定もない。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾛ) 地方公共団体の監督用の記号のうち著名なものと同一又は類似の標章を有する商標であって、その記号が用いられている商品と同一又は類似の商品について使用をするものは、商標登録される場合はない。

（×）　第４条第１項第５号。経済産業大臣が指定するものでなければ、商標登録される場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
２ 商標登録出願に係る商標が、世界貿易機関の加盟国の地方公共団体の監督用の印章であって経済産業大臣が指定するものと同一の標章を有する場合は、いかなるときであっても、商標登録を受けることはできない。
（×）　第４条第１項第５号。「その印章又は記号が用いられている商品又は役務と同一又は類似の商品又は役務について使用をするもの」でなければ、商標登録を受けられる場合もある。

★★★★☆☆☆☆☆☆

第四条
六  　国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公益に関する団体であつて営利を目的としないもの又は公益に関する事業であつて営利を目的としないものを表示する標章であつて著名なものと同一又は類似の商標 

《　青本　第４条第１項第６号　》
六号の立法趣旨はここに掲げる標章を一私人に独占させることは、本号に掲げるものの権威を尊重することや国際信義の上から好ましくないという点にある。なお、本号は八号と異なり、その承諾を得た場合でも登録しないのであるから単純な人格権保護の規定ではなく、公益保護の規定として理解されるのである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-45〕　商標法第３条及び第４条に規定する商標登録の要件に関して。

(ﾊ) 商標登録出願に係る商標が、公益に関する団体であって営利を目的としないものを表示する標章と同一又は類似の商標である場合、商標登録出願人が当該団体でなくても、商標登録を受けることができる場合がある。

（〇）　第４条第１項第５号。著名な商標でない場合、商標登録を受けることができる場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-13〕　商標権の設定登録・移転・存続期間の更新等に関して。
(ﾛ) 地方公共団体が、その団体を表示する図形からなる標章について受けた商標登録に係る商標権を、譲渡できる場合がある。
（〇）　第４条第１項第６号、第４条第２項、第２４条の２第２項。第４条第１項第６号に該当する商標は移転することができない（第２４条の２第２項）。しかし、そもそもその標章が著名でなければ、第４条第１項第６号に該当しないので、譲渡できる場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-18〕　商標法第４条第１項に規定される商標の不登録事由に関して。
１ 都道府県や市町村等の地方公共団体、例えばＡ県を表示する標章であって著名なものと類似する商標であっても、Ａ県の承諾があればＡ県の県民は、商標登録を受けることができる。
（×）　第４条第１項第６号。できない。第４条第２項も参照。Ａ県の出願ならば、商標登録を受けることができる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
３ 市町村を表示する標章と同一又は類似の商標は、商標登録されることはない。
（×）　第４条第１項第６号、第２項。まず、著名でない場合は、商標登録されることがある。つぎに、その市町村が出願した場合は、商標登録されることがある。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
七  　公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがある商標 

《　商標審査基準　第４条第１項第７号　》
２．本号に該当する例

① ｢大学｣等の文字を含み学校教育法に基づく大学等の名称と誤認を生ずるおそ

れがある場合。

② ｢○○士｣などの文字を含み国家資格と誤認を生ずるおそれがある場合。

③ 周知・著名な歴史上の人物名であって、当該人物に関連する公益的な施策に便

乗し、その遂行を阻害する等公共の利益を損なうおそれがあると判断される場合。

④ 国旗(外国のものを含む)の尊厳を害するような方法で表示した図形を有する

場合。

⑤ 音商標が、我が国でよく知られている救急車のサイレン音を認識させる場合。

⑥ 音商標が国歌(外国のものを含む)を想起させる場合。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ｲ)　商標の一部に外国の国旗の図形を有する場合は、商標全体としてはその国旗に類似しないときでも、商標中にその国旗の図形を有することをもって、当該商標登録出願は拒絶されることがある。
（〇）　第４条第１号、第７号。商標全体としてはその国旗に類似しないので、第１号には該当しない。しかし、国旗の尊厳を害するような方法で表示した図形を有する場合、第７号で拒絶されることがある。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第７号　》
★★★★☆☆☆☆☆☆

第四条

八  　他人の肖像又は他人の氏名若しくは名称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称を含む商標（その他人の承諾を得ているものを除く。） 
《　青本　第４条第１項第８号　》

自己の名称と他人の名称とが同一の場合は、自己の名称についても本号の適用があり、したがって、不登録になる。なお、本号に関して、これは不正競争防止の規定であるから「その他人の承諾云々」の括弧書は不要であるとの説もあるが、立法の沿革としては前述のように人格権保護の規定と考えるべきであろう。本号には外国人の氏名、名称も含まれる。
《　商標審査基準　第４条第１項第８号　》
１．｢他人｣について

｢他人｣とは、自己以外の現存する者をいい、自然人(外国人を含む。)、法人のみならず、権利能力なき社団を含む。
２．｢略称｣について

(1) 法人の｢名称｣から、株式会社、一般社団法人等の法人の種類を除いた場合には、｢略

称｣に該当する。なお、権利能力なき社団の名称については、法人等の種類を含まないため、｢略称｣に準じて取り扱うこととする。

(2) 外国人の｢氏名｣について、ミドルネームを含まない場合には、｢略称｣に該当する。
５．自己の氏名等に係る商標について

自己の氏名、名称、雅号、芸名、若しくは筆名又はこれらの略称に係る商標であったとしても、「他人の氏名若しくは名称若しくは著名な雅号、芸名若しくは筆名若しくはこれらの著名な略称」にも該当する場合には、当該他人の人格的利益を損なうものとして、本号に該当する。
６．｢他人の承諾｣について

｢他人の承諾｣は、査定時においてあることを要する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。
１ 商標法第４条第１項第８号に規定する「氏名」とは、ミドルネームを有する外国人の場合、当該ミドルネームを含む正式な氏名であるフルネームを意味する。
（〇）　第４条第１項第８号。青本には、“「氏名」はフルネームを意味する。”とある。また、商標審査基準には、“外国人の｢氏名｣について、ミドルネームを含まない場合には、｢略称｣に該当する。”とある。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第８号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-43〕　商標法第４条が規定する商標の不登録事由に関して。

(ﾆ) 商標登録出願に係る商標が自己の氏名である場合、当該氏名が現存する他人の氏名と同一であっても、当該商標につき、その他人の承諾を得ることなく商標登録を受けることができる。

（×）　第４条第１項第８号。自己の氏名であっても、当該他人の人格的利益を損なうものとして、本号に該当する。立法趣旨が混同防止ではなく人格権保護にあるから、自己の氏名であっても関係なく、他人の承諾が必要になる。また、著名性も問題にならない。なお、審査ではハローページ等で同姓同名者を調査しているらしい。「山岸一雄大勝軒」事件の判例を読むと、実際には登録不可能であると感じる。
　⇒《　青本　第４条第１項第８号　》

　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第８号　》　５．自己の氏名等に係る商標について
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-18〕　商標法第４条第１項に規定される商標の不登録事由に関して。
２ 他人の肖像又は他人の氏名が商標登録を受けることができないのは、人格権を保護するためであると解されているから、その他人は現存者のみを対象とし、又外国人を含む。
（〇）　第４条第１項第８号。
　⇒《　青本　第４条第１項第８号　》

　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第８号　》　１．｢他人｣について

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-50〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
１ 商標登録出願に係る商標が、その査定時に現存する他人の氏名を含む商標であって、その出願時にはその他人の承諾を得ているものであっても、査定時までにその他人からの承諾が撤回された場合は商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第８号。｢他人の承諾｣は、査定時においてあることを要する。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第８号　》　６．｢他人の承諾｣について
★★★★☆☆☆☆☆☆
第四条
九  　政府若しくは地方公共団体（以下「政府等」という。）が開設する博覧会若しくは政府等以外の者が開設する博覧会であつて特許庁長官の定める基準（注４）に適合するもの又は外国でその政府等若しくはその許可を受けた者が開設する国際的な博覧会の賞と同一又は類似の標章を有する商標（その賞を受けた者が商標の一部としてその標章の使用をするものを除く。） 
注４：　平成24年特許庁告示第６号（『商標審査基準』の該当部分を参照）
(1) 産業の発展に寄与することを目的とし、「博覧会」「見本市」等の名称の如何にかかわらず、産業に関する物品等の公開及び展示を行うものであること。

(2) 開設地、開設期間、出品者及び入場者の資格、出品者数並びに出品物の種類及び数量等が、本号の趣旨に照らして適当であると判断されるものであること。

(3) 政府等が協賛し、又は後援する博覧会その他これに準ずるものであること。
《　標審査基準　第４条第１項第９号　》
１．｢博覧会｣について

｢博覧会｣には、博覧会の名称を冠するものに限らず、例えば、見本市、品評会、コレク

ション、トレードショー、フェア、メッセ等の他の名称を冠したものも含む。
４．｢その賞を受けた者｣について

｢その賞を受けた者｣には、賞を受けた者の営業又は事業の承継人を含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾊ) 政府若しくは地方公共団体が開設する博覧会の賞と同一又は類似の標章を有する商標（その賞を受けた者が商標の一部としてその標章の使用をするものを除く。）は、商標登録される場合はない。

（〇）　第４条第１項第９号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-18〕　商標法第４条第１項に規定される商標の不登録事由に関して。
３ 政府等以外の者が開設する博覧会であって特許庁長官が指定する博覧会の賞と同一又は類似の標章を有する商標（その賞を受けた者が商標の一部としてその標章の使用をするものを除く。）は、商標登録を受けることはできない。
（×）　第４条第１項第９号。「特許庁長官が指定する博覧会」は誤り。「特許庁長官の定める基準に適合する博覧会」が正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-50〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
５ 商標登録出願に係る商標が、外国でその政府の許可を受けた者が開設する国際的な博覧会の賞と同一の標章を有する場合、商標登録出願人がその賞を受けた者であって商標登録出願に係る商標の一部としてその標章の使用をするときは商標登録を受けることができる。
（〇）　第４条第１項第９号かっこ書。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
４ 地方公共団体が開設する品評会の賞を受けた者からその営業を承継した者により出願された、その賞と同一の標章を一部に含む商標は、商標登録されることはない。
（×）　第４条第１項第９号。「博覧会」には「品評会」を含み、「その賞を受けた者」には「事業の承継人」を含む。
　⇒《　標審査基準　第４条第１項第９号　》
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十  　他人の業務に係る商品若しくは役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されている商標又はこれに類似する商標であつて、その商品若しくは役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について使用をするもの 

《　商標審査基準　第４条第１項第１０号　》
１．｢他人の業務に係る商品若しくは役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されている商標｣について

(1) 需要者の認識について

｢需要者の間に広く認識されている商標｣には、最終消費者まで広く認識されている商標のみならず、取引者の間に広く認識されている商標を含み、また、全国的に認識されている商標のみならず、ある一地方で広く認識されている商標をも含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
３ 商標登録出願に係る商標が、他人の未登録商標と類似しその使用商品に使用をするものである場合、当該未登録商標が、出願時にはその他人の業務に係る商品を表示するものとして需要者の間に広く認識されていなかったが、査定時にはその他人の業務に係る商品を表示するものとして需要者の間に広く認識されているときは、商標登録を受けることができない。
（×）　第４条第１項第１０号、第３項。第４条第１項第１０号の判断時は、出願時と査定時である。査定時に該当していても、出願時に該当していなければ、商標登録を受けられる。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼
★★★★☆☆☆☆☆☆

第四条
十一  　当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の登録商標又はこれに類似する商標であつて、その商標登録に係る指定商品若しくは指定役務（※１）又はこれらに類似する商品若しくは役務について使用をするもの 
※１：　第六条第一項（第六十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定により指定した商品又は役務をいう。以下同じ。

《　最高裁　判例　昭和４３年２月２７日　「氷山印事件」　》
　商標の類否は、対比される両商標が同一または類似の商品に使用された場合に、商品の出所につき誤認混同を生ずるおそれがあるか否かによつて決すべきであるが、それには、そのような商品に使用された商標がその外観、観念、称呼等によつて取引者に与える印象、記憶、連想等を総合して全体的に考察すべく、しかもその商品の取引の実情を明らかにしうるかぎり、その具体的な取引状況に基づいて判断するのを相当とする。
①外観⇒異なる　　②観念⇒異なる　　③称呼⇒似ている　　④取引状況⇒異なる

　⇒結論：商品の出所につき誤認混同を生ずるおそれは無い
[image: image2.jpg]



《　最高裁　判例　昭和３６年６月２７日　「橘政宗事件」　》
　商標が類似のものであるかどうかは、その商標を或る商品につき使用した場合に、商品の出所について誤認混同を生ずる虞があると認められるものであるかどうかということにより判定すべきものと解するのが相当である。そして、指定商品が類似のものであるかどうかは、原判示のように、商品自体が取引上誤認混同の虞があるかどうかにより判定すべきものではなく、それらの商品が通常同一営業主により製造又は販売されている等の事情により、それらの商品に同一又は類似の商標を使用するときは同一営業主の製造又は販売にかかる商品と誤認される虞がある認められる関係にある場合には、たとえ、商品自体が互に誤認混同を生ずる虞がないものであつても、それらの商標は商標法（大正一〇年法律九九号）二条九号にいう類似の商品の商品にあたると解するのが相当である。
本件においては「橘正宗」なる商標中「正宗」は清酒を現わす慣用標章と解され、「橘焼酎」なる商標中「焼酎」は普通名詞であるから、右両商標は要部を共通にするものであるのみならず、原審の確定する事実によれば、同一メーカーで清酒と焼酎との製造免許を受けているものが多いというのであるから、いま「橘焼酎」なる商標を使用して焼酎を製造する営業主がある場合に、他方で「橘正宗」なる商標を使用して清酒を製造する営業主があるときは、これらの商品は、いずれも、「橘」じるしの商標を使用して酒類を製造する同一営業主から出たものと一般世人に誤認させる虞があることは明らかであつて、「橘焼酎」なる商標が著名のものであるかどうかは右の判断に影響を及ぼすものではない。それ故、「橘焼酎」と「橘正宗」とは類似の商標と認むべきであるのみならず、右両商標の指定商品もまた類似の商品と認むべきである。
《　商標審査基準　十、第４条第１項第11号　》
　▼商標の　類否判断　外・称・観　通常需要者　注意力基準▼
１．商標の類否判断方法について

(1) 類否判断における総合的観察

商標の類否は、出願商標及び引用商標がその外観、称呼又は観念等によって需要者に与える印象、記憶、連想等を総合して全体的に観察し、出願商標を指定商品又は指定役務に使用した場合に引用商標と出所混同のおそれがあるか否かにより判断する。

なお、判断にあたっては指定商品又は指定役務における一般的・恒常的な取引の実情を考慮するが、当該商標が現在使用されている商品又は役務についてのみの特殊的・限定的な取引の実情は考慮しないものとする。
(3) 類否判断における注意力の基準

商標の類否は、商標が使用される指定商品又は指定役務の主たる需要者層(例えば、

専門的知識を有するか、年齢、性別等の違い)その他指定商品又は指定役務の取引の

実情(例えば、日用品と贅沢品、大衆薬と医療用医薬品などの商品の違い)を考慮し、

指定商品又は指定役務の需要者が通常有する注意力を基準として判断する。
12．存続期間経過後の引用商標の取扱いについて

(1) 存続期間経過後６月までの取扱い

(ｱ) 引用商標が国内出願に係る登録商標である場合

商標権の存続期間経過後６月の期間、又は登録料を分割納付する場合における後期分割登録料を納付すべき期間経過後６月の期間においては、本号に該当すると判断する。(第20条第３項、第41条の２第５項及び第８項参照)。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。
５ 商標法第８条第１項（先願）の規定に違反する場合、登録異議の申立ての理由及び商標登録の無効の理由となるが、商標登録出願の拒絶理由とはならない。
（〇）　第４条第１項第１１号、第８条第１項（先願）、第１５条（拒絶の査定）など。
《　青本　第８条　》
　なお、八条一項違反は無効理由であるが、拒絶理由ではない。その理由は、八条一項違

反で拒絶すべき場合は必ず四条一項一一号違反になるから八条一項違反を拒絶理由としておく意味がないのに反し、これを無効理由にしておかないと誤って後願が先に登録された場合にその後願に係る登録を無効にできないからである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-15〕　商標権の効力に関して。

(ｲ) 商標の類否は、対比される両商標が同一又は類似の商品に使用された場合に、商品の出所につき誤認混同を生ずるおそれがあるか否かによって決すべきであるが、それには商標の外観、観念、称呼により判断すべきであって、これら以外の要素を踏まえて判断すべきではない。
（×）　指定商品又は指定役務における一般的・恒常的な取引の実情を考慮する。
　⇒《　最高裁　判例　昭和４３年２月２７日　「氷山印事件」　》
　⇒《　商標審査基準　十、第４条第１項第11号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-18〕　商標法第４条第１項に規定される商標の不登録事由に関して。
４ 商標権の存続期間が経過した場合、その商標権に係る商標及び指定商品と同一又は類似の関係にある他人の商標登録出願は、その満了日後直ちに商標登録を受けることができる。
（×）　第４条第１項第１１号、第２０条第３項など。満了日後、その他人が期間が経過した後であつても追納できる期間内は、商標登録を受けることができない。
⇒《　商標審査基準　十、第４条第１項第11号　》
　12．存続期間経過後の引用商標の取扱いについて
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾆ)　先願に係る他人の登録商標に類似する商標であって、類似する商品について使用をするものであることのみを理由として拒絶理由の通知を受けた出願人が、その他人の登録商標について、商標登録の取消しの審判(商標法第５０条第１項)を請求した。審決が確定し、その他人の商標登録が取り消されたとしても、当該商標登録出願に係る拒絶理由は解消することはない。
（×）　第４条第１項第１１号、第５４条第２項など。査定時にその他人の登録商標が消滅していれば、本拒絶理由は解消される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※平成１７年度
〔H17-36〕　商品及び役務並びに商標の類似性に関して。
(ﾎ) ２の商品の類否は、商品の属性からみて、それぞれの商品自体が取引上誤認混同のおそれがあるか否かによって決すべきである、というのが、最高裁判所の見解である。
（×）　取引上誤認混同のおそれがあるか否かによって決すべきではなく、同一営業主の製造又は販売にかかる商品と誤認される虞がある認められる関係にある場合も類否関係が認められる。
　⇒《　最高裁　判例　昭和３６年６月２７日　「橘政宗事件」　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十二  　他人の登録防護標章（防護標章登録を受けている標章をいう。以下同じ。）と同一の商標であつて、その防護標章登録に係る指定商品又は指定役務について使用をするもの 

十三  　削除 

《　商標審査基準　第４条第１項第１２号　》
１．本号の規定に該当する商標は､登録防護標章と同一のもの(縮尺のみ異なるものを

含む。)に限る。

なお、本号の規定に該当しないと判断される場合でも、第４条第１項第15号の規定に

該当する場合がある。
　
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-43〕　商標法第４条が規定する商標の不登録事由に関して。

(ｲ) 商標登録出願に係る商標が、その出願の日後の出願に係る他人の登録防護標章と同一の商標であって、当該防護標章登録に係る指定商品について使用をするものである場合に、そのことを理由としては、当該商標登録出願が拒絶されることはない。

（×）　第４条第１項１２号。出願の先後に関する規定はない。査定時に防護標章登録が登録されていれば、拒絶される。なお、そもそも防護標章登録が認められるような場合は、第１５号の規定に該当すると考えられる。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１２号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
１ 他人の登録防護標章と、色彩のみが異なる標章は、商標登録されることはない。
（×）　第７０条第２項、第４条第１項第１２号。色彩のみが異なることで非類似であれば、商標登録される。
★★★★★☆☆☆☆☆

第四条
十四  　種苗法 （平成十年法律第八十三号）第十八条第一項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一又は類似の商標であつて、その品種の種苗又はこれに類似する商品若しくは役務について使用をするもの 

《　青本　第４条第１項第１４号　》
種苗法により登録された品種の名称は、一般に普通名称化すると考えられるので、同法による登録が消滅した後においても同様に商標登録の対象から除外される。したがって、たとえ同法により登録を受けた本人が出願しても登録しないのである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。
３ 種苗法（平成１０年法律第８３号）第１８条第１項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一の商標については、同法による品種登録を受けた本人であれば、その品種の種苗又はこれに類似する商品について商標登録を受けることができる。
（×）　第４条第１項第１４号。同法により登録を受けた本人が出願しても、登録できない。
⇒《　青本　第４条第１項第１４号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-45〕　商標法第３条及び第４条に規定する商標登録の要件に関して。

(ﾎ) 商標登録出願に係る商標が、種苗法（平成１０年法律第８３号）第１８条第１項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一又は類似し、その品種の種苗又はこれに類似する商品について使用する場合、当該品種登録を受けた本人が商標登録出願をすれば、商標登録を受けることができる。

（×）　第４条第１項第１４号。同法により登録を受けた本人が出願しても、登録できない。
⇒《　青本　第４条第１項第１４号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾆ) 種苗法（平成１０年法律第８３号）第１８条第１項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一又は類似の商標であって、その品種の種苗又はこれに類似する商品若しくは役務について使用するものであっても、商標登録出願の時に品種登録されていなければ、商標登録を受けることができる。

（×）　第４条第１項第１４号、第４条第３項。第４条第３項に挙げられていないので、商標登録出願の時に品種登録されていなくても、査定時に登録されていれば拒絶される。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾎ)　種苗法(平成10年法律第83号)第18条第１項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一の商標は、その品種の種苗又はこれに類似する商品について商標登録を受けることができないが、その品種登録の期間が経過したときは、直ちに登録を受けることができる。
（×）　第４条第１項第１４号。種苗法により登録された品種の名称は、一般に普通名称化すると考えられるので、同法による登録が消滅した後においても同様に商標登録の対象から除外される（第３条１項１号）。
　⇒《　青本　第４条第１項第１４号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-３〕　商標法に規定された商標登録の要件等に関して。

５ 種苗法(平成１０年法律第８３号)第１８条第１項の規定により品種登録を受けた品種の名称については、その登録が消滅した後においても、その品種の種苗又はこれに類似する商品若しくは役務について商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第１４号。種苗法により登録された品種の名称は、一般に普通名称化すると考えられるので、同法による登録が消滅した後においても同様に商標登録の対象から除外される（第３条１項１号）。
　⇒《　青本　第４条第１項第１４号　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十五  　他人の業務に係る商品又は役務と混同を生ずるおそれがある商標（第十号から前号までに掲げるものを除く。） 

《　商標審査基準　第４条第１項第１５号　》
２．他人の著名な商標を一部に有する商標について

(1) 他人の著名な商標と他の文字又は図形等と結合した商標は、その外観構成がまとまりよく一体に表されているもの又は観念上の繋がりがあるものなどを含め、商品等の出所の混同を生ずるおそれがあるものと推認して取り扱うものとする。
４．著名性の認定に当たっては、防護標章登録を受けている商標又は審決、異議決定若しくは判決で著名な商標と認定された商標(注)については、その登録又は認定に従い著名な商標と推認して取り扱うものとする。
《　茶園　『商標法（初版）』 page-68　第１５号の趣旨　》
　１５号は、出願商標と他人が使用する商標が類似していることや、出願商標の指定商品・役務と他人がその商標を使用する商品・役務が類似していることが必要であるとしておらず、商標の類似性、商品・役務の類似性が要件ではない点で、１０号・１１号と異なる。また、１５号は出所混同を生ずるおそれがある商標を定めるものであり、品質の誤認を生ずるおそれがある商標を定める１６号とは区別される。
　１５号は、１０号から１４号までの総括的な規定であり、１０号ないし１４号に該当する商標以外で混同のおそれのある商標について適用される点に注意が必要である。
《　茶園　『商標法（初版）』 page-69　狭義の混同、広義の混同　》
　出所の混同には、狭義の混同と広義の混同がある。
狭義の混同とは、商品・役務の出所の同一性の誤認であり、出願商標を指定商品・役務について使用すると、その商品・役務の出所が他人であると誤認することである。

　広義の混同とは、商品・役務の出所の同一性の誤認はないが、出願人の商品・役務が、他人との間にいわゆる親子会社や系列会社等の緊密な営業上の関係又は同一の表示による商品化事業を営むグループに属する関係にある営業主の業務に係る商品・役務であると誤認することである。
　１５号の混同には、狭義の混同のみならず、広義の混同も含まれる。

《　最高裁　判例　平成１２年７月１１日　「レールデュタン事件」　》
商標法四条一項一五号にいう「他人の業務に係る商品又は役務と混同を生ずるおそれがある商標」には、当該商標をその指定商品又は指定役務（以下「指定商品等」という。）に使用したときに、当該商品等が他人の商品又は役務（以下「商品等」という。）に係るものであると誤信されるおそれがある商標のみならず、当該商品等が右他人との間にいわゆる親子会社や系列会社等の緊密な営業上の関係又は同一の表示による商品化事業を営むグループに属する関係にある営業主の業務に係る商品等であると誤信されるおそれ（以下「広義の混同を生ずるおそれ」という。）がある商標を含むものと解するのが相当である。
けだし、同号の規定は、周知表示又は著名表示へのただ乗り（いわゆるフリーライド）及び当該表示の希釈化（いわゆるダイリューション）を防止し、商標の自他識別機能を保護することによって、商標を使用する者の業務上の信用の維持を図り、需要者の利益を保護することを目的とするものであるところ、その趣旨からすれば、企業経営の多角化、同一の表示による商品化事業を通して結束する企業グループの形成、有名ブランドの成立等、企業や市場の変化に応じて、周知又は著名な商品等の表示を使用する者の正当な利益を保護するためには、広義の混同を生ずるおそれがある商標をも商標登録を受けることができないものとすべきであるからである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-50〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
２ 商標登録出願に係る商標が、その一部に他人の登録防護標章と類似の商標を有する商標であって、その登録防護標章に係る指定商品と類似の役務について使用をするものである場合、原則として商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第１５号、第１２号。第１２号の適用は同一の商標に限られるが、本問の場合は第１５号に該当すると考えられる。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１２号　》
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１５号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-14〕　商標登録出願に関して。

４ 甲は「婦人用時計」等に関して国際的な著名ブランドとして我が国でも知られる「ＭＯＮＤＡＹ」の製造及び販売をしている。乙は、その商標「ＭＯＮＤＡＹ」を含む商標「Ｐ－ＭＯＮＤＡＹ」を指定商品「香水」として出願した。この出願は、拒絶される場合がある。

（〇）　第４条第１項第１５号。「婦人用時計」と「香水」は非類似であるが、広義の混同を生ずるおそれがあるので、拒絶される場合がある。
⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１５号　》
⇒《　茶園　『商標法（初版）』 page-69　狭義の混同、広義の混同　》
⇒《　最高裁　判例　平成１２年７月１１日　「レールデュタン事件」　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-14〕　商標登録出願に関して。

５ 登録商標「ＬＩＢＥＲＤＡＹ」は、甲の業務に係る指定商品「化粧品」を表示するものとして日本国内では著名である。乙は、「ＬＩＢＥＲＤＡＹ」について、「化粧品」とは非類似の商品「洋酒」について、商標登録出願をした。この場合は、商品同士は非類似であり、甲やその子会社等の関連企業で、乙の指定商品「洋酒」に係る業務と同一の業務に携わるものが現実に存在する場合に限って、乙は「ＬＩＢＥＲＤＡＹ」について、商標登録を受けることができない。
（×）　第４条第１項第１５号。広義の混同を生ずるおそれがあれば良い。
　⇒《　最高裁　判例　平成１２年７月１１日　「レールデュタン事件」　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十六  　商品の品質又は役務の質の誤認を生ずるおそれがある商標 

《　青本　第４条第１項第１６号　》

　商品の品質又は役務の質の劣悪には、関係がない。
《　商標審査基準　第４条第１項第１６号　》
２．｢誤認を生ずるおそれ｣について

(1) ｢誤認を生ずるおそれ｣とは、商標が表す商品の品質等を有する商品の製造、販売又は役務の提供が現実に行われていることは要せず、需要者がその商品の品質等を誤認する可能性がある場合をいう。

(2) ｢誤認を生ずるおそれ｣の有無は、商標が表す商品の品質等と指定商品又は指定役務が関連しているか否か、及び商標が表す商品の品質等と指定商品又は指定役務が有する品質又は質が異なるか否かにより判断する。

(例１) 本号に該当する場合

商品｢野菜｣について、商標｢ＪＰＯポテト｣

(解説) この場合、商標が表す商品の品質は、｢普通名称としてのじゃがいも｣であることから、指定商品｢野菜｣とは関連する商品であり、また、指定商品中｢じゃがいも以外の野菜｣が有する品質とは異なることから、本号に該当すると判断する。

なお、指定商品｢じゃがいも｣と、商品の品質等の誤認を生じさせることなく適正に表示されている場合はこの限りでない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-18〕　商標法第４条第１項に規定される商標の不登録事由に関して。
５ 商標法第４条第１項第１６号にいう「商品の品質又は役務の質の誤認」とは、その品質又は質の劣悪には関係がないので、外国の国家名や地名を含む商標は、いかなる場合であっても商標登録出願に係る指定商品又は指定役務の品質又は質の誤認を生ずるおそれがあるものに該当することはない。
（×）　第４条第１項第１６号。前段は、青本の記載のとおりでただしい。後段は、そのような規定はなく、品質又は質の誤認を生ずるおそれがあるものに該当することはある。
　⇒《　青本　第４条第１項第１６号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-15〕　商標登録の要件等に関して。
(ﾆ) 商標登録出願に係る商標が「東京ぶどうパン」の文字からなり、指定商品を第３０類「菓子， パン」として商標登録出願されたものは、指定商品を第３０類「東京で製造されたパン」と補正した場合でも、商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第１６号。「ぶどうパン」を指定しないと、「りんごパン」に本商標を付すと質の誤認を生じてしまう。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十七  　日本国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地のうち特許庁長官が指定するものを表示する標章又は世界貿易機関の加盟国のぶどう酒若しくは蒸留酒の産地を表示する標章のうち当該加盟国において当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒若しくは蒸留酒について使用をすることが禁止されているものを有する商標であつて、当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒又は蒸留酒について使用をするもの 

《　商標審査基準　第４条第１項第１８号　》
１．｢産地のうち特許庁長官が指定するものを表示する標章｣及び｢産地を表示する標章｣について

産地を当該産地における文字で表示した標章のみならず、例えば、片仮名で表示した標章、その他その翻訳と認められる文字で表示した標章を含む。

(例) 片仮名で表示した標章

｢BORDEAUX｣を｢ボルドー｣

｢CHAMPAGNE｣を｢シャンパーニュ｣

２．｢有する｣について

産地の誤認混同の有無は問わず、形式的に構成中に含むか否かにより判断するものとする。

(例) ｢有する｣場合

商品｢しょうちゅう｣について、商標｢琉球の光｣

商品｢ぶどう酒｣について、商標｢山梨産ボルドー風ワイン｣

商品｢ぶどう酒｣について、商標｢CHAMPAGNE style｣
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-15〕　商標登録の要件等に関して。
(ｲ) 商標登録出願に係る商標が、その出願時及び査定時に日本国のぶどう酒の産地のうち特許庁長官が指定するものを表示する標章を有する商標であって、当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒を指定商品とするものは、商品の品質の誤認を生ずるおそれのないものであっても、商標登録を受けることができない。
（〇）　第４条第１項第１８号。商品の品質の誤認を生ずるおそれがあるかどうかは、要件になっていない。
　⇒《　商標審査基準　第４条第１項第１８号　》　の２
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十八  　商品等（商品若しくは商品の包装又は役務をいう。第二十六条第一項第五号において同じ。）が当然に備える特徴のうち政令で定めるもののみからなる商標 

↓↓↓↓↓　【商標法施行令】　↓↓↓↓↓
（政令で定める特徴） 

第一条  　商標法第四条第一項第十八号及び第二十六条第一項第五号の政令で定める特徴は、立体的形状、色彩又は音（役務にあつては、役務の提供の用に供する物の立体的形状、色彩又は音）とする。
《　青本　第４条第１項第１８号　》
　すなわち、商品の形状や商品の包装の形状そのものの範囲を出ないと認識されるにすぎない立体商標は、自他商品の識別力を有しないとして登録を受けることができないのであるが（三条一項三号）、これらの商標であっても使用された結果識別力を獲得するに至った場合には、三条二項の規定の適用により登録を受けることができることとなるところ、本号はこのような商標であっても、その商品又は商品の包装の機能を確保するために必ず採らざるを得ない不可避的な立体的形状のみからなる商標については商標登録を受けることができないこととしたものである。
これは、商標権は存続期間の更新を繰り返すことによって半永久的に所有できる権利であることから、このような商標について商標登録を認めることとすると、その商品又は商品の包装についての生産・販売の独占を事実上半永久的に許すこととなり自由競争を不当に阻害するおそれがあることに基づくものである。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-２〕　商標の保護対象に関して。

１ 単一の色彩のみからなる商標は、商標法第３条第２項の規定により、使用をされた結果需要者が何人かの業務に係る商品又は役務であることを認識することができる商標と認められた場合には、商品等が当然に備える特徴のうち政令で定めるもののみからなる商標（同法第４条第１項第１８号）に該当することはない。

（×）　第４条第１項柱書、第１８号、第３条第２項。「第四条  　次に掲げる商標については、前条の規定にかかわらず、商標登録を受けることができない。」。すなわち、 第３条第２項より第４条第１項１８号の規定が優先される。
　⇒《　青本　第４条第１項第１８号　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆

第四条
十九  　他人の業務に係る商品又は役務を表示するものとして日本国内又は外国における需要者の間に広く認識されている商標と同一又は類似の商標であつて、不正の目的（不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的をいう。以下同じ。）をもつて使用をするもの（前各号に掲げるものを除く。） 

《　商標審査基準　十七、第４条第１項第19号　》
　１．｢他人の業務に係る商品又は役務を表示するものとして日本国内又は外国における需

要者の間に広く認識されている商標｣について

(1) 需要者の認識について

需要者の間に広く認識されているか否かの判断については、この基準第３の九(第４条第１項第10号)の１．を準用する。

(2) ｢外国における需要者の間に広く認識されている商標｣について

我が国以外の一の国において周知であることは必要であるが、必ずしも複数の国において周知であることを要しないものとする。また、商標が外国において周知であるときは、我が国における周知性は問わないものとする。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ｲ) 甲の商標登録出願Ａに係る商標イに類似する他人乙の商標ロは、出願Ａの出願時及びその査定時において、乙の業務に係る商品を表示するものとして日本でほとんど知られていないが、イタリアで需要者の間に広く認識されている。この場合、甲による商標イの使用に不正の目的があれば、甲は、商標イについて商標登録を受けることができない。

（〇）　第４条第１項第１９号。複数の国において周知でなくても、イタリア１国で周知であれば良い。
　⇒《　商標審査基準　十七、第４条第１項第19号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
５ 商標登録出願に係る商標が、他人の業務に係る役務を表示するものとして一の外国の国内のみで需要者の間に広く認識されている商標と類似の商標である場合は、不正の目的をもって使用をするものであっても、商標登録を受けることができる。
（×）　第４条第１項第１９号。複数の国において周知でなくても、１国で周知であれば第１９号が適用される。
　⇒《　商標審査基準　十七、第４条第１項第19号　》
★★★★☆☆☆☆☆☆

第四条
２  　国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公益に関する団体であつて営利を目的としないもの又は公益に関する事業であつて営利を目的としないものを行つている者が前項第六号の商標について商標登録出願をするときは、同号の規定は、適用しない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。
２ 公益に関する団体であって営利を目的としないもの、例えば独立行政法人Ａを表示する標章であって著名なものと同一の商標については、Ａの承諾を得た者でも商標登録を受けることができないが、Ａが商標登録出願する場合は、登録を受けることができる。

（〇）　第４条第２項、第４条第１項第６号。なお、青本に“その承諾を得た場合でも登録しない”と記載がある。
　⇒《　青本　第４条第１項第６号　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-20〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾛ)　地方公共団体の機関を表示する著名な標章と同一又は類似の商標が登録されることはない。
（×）　第４条第２項、第４条第１項第６号。それを行っている者が出願すれば、登録される場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-９〕　商標登録出願に係る商標に関して。
３ 市町村を表示する標章と同一又は類似の商標は、商標登録されることはない。
（×）　第４条第１項第６号、第２項。まず、著名でない場合は、商標登録されることがある。つぎに、その市町村が出願した場合は、商標登録されることがある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-14〕　商標登録出願に関して。

１ 国若しくは地方公共団体若しくはこれらの機関、公益に関する団体であって営利を目的としないもの又は公益に関する事業であって営利を目的としないものを表示する標章と同一又は類似の商標は、商標登録を受けることができる場合はない。
（×）　第４条第１項第６号、第２項。行つている者が出願した場合は、受けることができる。
★★★☆☆☆☆☆☆☆

第四条
３  　第一項第八号、第十号、第十五号、第十七号又は第十九号に該当する商標であつても、商標登録出願の時に当該各号に該当しないものについては、これらの規定は、適用しない。 

《　青本　第４条第３項　》
　三項は、出願に係る商標が一項各号に掲げる商標に該当するかどうかの判断の時点は査定時であることを前提にして、特に一項八号、一〇号、一五号、一七号、一九号についてだけは査定時にこれらの規定に該当していても、商標登録出願時にこれらの規定に該当していなければよいという趣旨を表わしている。上記各号についてこのような救済規定を設けたのは、これら各号の場合には商標登録出願時に該当しないのに出願後これらの規定に該当するようになったものまで不登録にするのは酷に失するという理由による。

《　第４条第３項の記憶法　》

▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼　

【解説】
　３つの　・・・　第３項

　お願い　・・・　商標登録出願の時

　ハトコナク　・・・　８号、１０号、１５号、１７号、１９号

　混同３つ　・・・　１０号、１５号、１９号

　他人　・・・　８号　　　　　　酒　・・・　１７号
　※『他人酒』という歌がありました。知らないかな？
	第一項第八号、第十号、第十五号、第十七号又は第十九号に該当する商標
	出願時

	
	該当
	非該当

	査定時
	該当
	×　拒絶される
	〇　拒絶されない

	
	非該当
	〇　拒絶されない
	〇　拒絶されない


	上記以外の号に該当する商標
※判断は、査定時のみ
	出願時

	
	該当
	非該当

	査定時
	該当
	×　拒絶される
	×　拒絶される

	
	非該当
	〇　拒絶されない
	〇　拒絶されない


□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。

４ 商標登録出願に係る商標が、日本国のぶどう酒の産地のうち特許庁長官が指定するものを表示する標章であって、当該産地以外の地域を産地とするぶどう酒について使用するものに該当していても、特許庁長官による指定が、その商標登録出願の出願日の後になされた場合には、商標法第４条第１項第１７号には該当しない。
（〇）　第４条第３項、第４条第1項第１７号。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-49〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録事由に関して。
(ﾆ) 種苗法（平成１０年法律第８３号）第１８条第１項の規定による品種登録を受けた品種の名称と同一又は類似の商標であって、その品種の種苗又はこれに類似する商品若しくは役務について使用するものであっても、商標登録出願の時に品種登録されていなければ、商標登録を受けることができる。

（×）　第４条第１項第１４号、第４条第３項。第４条第３項に挙げられていないので、商標登録出願の時に品種登録されていなくても、査定時に登録されていれば拒絶される。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
１ 商標登録出願に係る商標が、その商標登録出願の時において商標法条約の締約国の国の紋章であって経済産業大臣が指定するものと類似するものであれば、査定時に当該紋章が経済産業大臣の指定するものでなくなった場合でも、商標登録を受けることはできない。
（×）　第４条第１項第２号、第３項。第４条第１項第２号の判断時は、査定時である。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-59〕　商標法第４条第１項に規定する商標の不登録理由に関して。
３ 商標登録出願に係る商標が、他人の未登録商標と類似しその使用商品に使用をするものである場合、当該未登録商標が、出願時にはその他人の業務に係る商品を表示するものとして需要者の間に広く認識されていなかったが、査定時にはその他人の業務に係る商品を表示するものとして需要者の間に広く認識されているときは、商標登録を受けることができない。
（×）　第４条第１項第１０号、第３項。第４条第１項第１０号の判断時は、出願時と査定時である。査定時に該当していても、出願時に該当していなければ、商標登録を受けられる。
▼　４条の　３つのお願い　ハトコナク　混同３つと　他人・酒　▼

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（商標登録出願） 

第五条  　商標登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書に必要な書面を添付して特許庁長官に提出しなければならない。 

一  　商標登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二  　商標登録を受けようとする商標 

三  　指定商品又は指定役務並びに第六条第二項の政令で定める商品及び役務の区分 
↓↓↓↓↓　【商標法施行規則】　↓↓↓↓↓
（動き商標の願書への記載） 
第四条  　商標に係る文字、図形、記号、立体的形状又は色彩が変化するものであつて、その変化の前後にわたるその文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合からなる商標（以下「変化商標」という。）のうち、時間の経過に伴つて変化するもの（以下「動き商標」という。）の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、その商標の時間の経過に伴う変化の状態が特定されるように表示した一又は異なる二以上の図又は写真によりしなければならない。 

（ホログラム商標の願書への記載） 
第四条の二  　変化商標のうち、ホログラフィーその他の方法により変化するもの（前条に掲げるものを除く。以下「ホログラム商標」という。）の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、その商標のホログラフィーその他の方法による変化の前後の状態が特定されるように表示した一又は異なる二以上の図又は写真によりしなければならない。 

（立体商標の願書への記載） 
第四条の三  　立体的形状（文字、図形、記号若しくは色彩又はこれらの結合との結合を含む。）からなる商標（以下「立体商標」という。）の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、その商標を一又は異なる二以上の方向から表示した図又は写真によりしなければならない。 

２  　特許庁長官は、前項の規定により願書に記載された商標登録を受けようとする商標が明確でない場合には、相当の期間を指定して必要な説明書の提出を求めることができる。 

（色彩のみからなる商標の願書への記載） 

第四条の四  　色彩のみからなる商標の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、次のいずれかのものによりしなければならない。 

一  　商標登録を受けようとする色彩を表示した図又は写真 

二  　商標登録を受けようとする色彩を当該色彩のみで描き、その他の部分を破線で描く等により当該色彩及びそれを付する位置が特定されるように表示した一又は異なる二以上の図又は写真 

（音商標の願書への記載） 

第四条の五  　音からなる商標（以下「音商標」という。）の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、文字若しくは五線譜又はこれらの組み合わせを用いて商標登録を受けようとする音を特定するために必要な事項を記載することによりしなければならない。ただし、必要がある場合には、五線譜に加えて一線譜を用いて記載することができる。 

（位置商標の願書への記載） 

第四条の六  　商標に係る標章（文字、図形、記号若しくは立体的形状若しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合に限る。）を付する位置が特定される商標（以下「位置商標」という。）の商標法第五条第一項第二号の規定による願書への記載は、その標章を実線で描き、その他の部分を破線で描く等により標章及びそれを付する位置が特定されるように表示した一又は異なる二以上の図又は写真によりしなければならない。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商８〕　商標登録出願等の手続きに関して。
(ﾊ) いわゆる「動き商標」の願書への記載は、その商標の時間の経過に伴う変化の状態が特定されるように表示した１又は異なる２以上の図又は写真によりしなければならない。
（〇）　第５条第１項第２号、商標法施行規則第４条。
★★★☆☆☆☆☆☆☆

第五条
２  　次に掲げる商標について商標登録を受けようとするときは、その旨を願書に記載しなければならない。 

一  　商標に係る文字、図形、記号、立体的形状又は色彩が変化するものであつて、その変化の前後にわたるその文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合からなる商標 

二  　立体的形状（文字、図形、記号若しくは色彩又はこれらの結合との結合を含む。）からなる商標（前号に掲げるものを除く。） 

三  　色彩のみからなる商標（第一号に掲げるものを除く。） 

四  　音からなる商標 

五  　前各号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める商標 
↓↓↓↓↓　【商標法施行規則】　↓↓↓↓↓
（商標登録を受けようとする商標の類型） 

第四条の七  　商標法第五条第二項第五号 （同法第六十八条第一項において準用する場合を含む。）の経済産業省令で定める商標は、位置商標とする。
《　青本　第５条第２項　抜粋　》

商標登録を受けようとする商標が立体商標である場合には、その旨を願書に記載すべきことを義務づけたものである。
色彩のみからなる商標、音からなる商標など新しく保護対象に追加された商標についても、商標登録を受けようとする商標の記載のみによってはその態様を必ずしも明確に認識することができないことがあるためその商標を出願する旨についての意思表示を求めることとした。　
一号に規定する変化商標は、動き商標又はホログラム商標を出願する旨を表示することとなる。

五号の経済産業省令で定める商標には、現在、位置商標がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商８〕　商標登録出願等の手続きに関して。
(ﾛ) 商標登録を受けようとする商標が音からなる商標である場合、商標登録出願人は、願書にその旨を記載し、経済産業省令で定める物件を願書に添付しなければならない。
（〇）　前段は、第５条第２項第４号。後段は、第５条第４項。
　⇒《　青本　第５条第２項　抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-２〕　商標の保護対象に関して。

３ 見る角度により表示される標章が変わるホログラム商標は、一商標一出願の原則に反するので、商標登録を受けることはできない。

（×）　第５条第２項第１号。ホログラム商標も認められている。
　⇒《　青本　第５条第２項　抜粋　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-51〕　商標登録出願及び防護標章登録出願に関して。
(ｲ) 立体商標について商標登録を受けようとするときは、商標登録を受けようとする商標が立体的にあらわされていれば、立体商標である旨を願書に記載する必要がない。
（×）　第５条第２項第２号。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第五条
３  　商標登録を受けようとする商標について、特許庁長官の指定する文字（以下「標準文字」という。）のみによつて商標登録を受けようとするときは、その旨を願書に記載しなければならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-51〕　商標登録出願及び防護標章登録出願に関して。

(ﾛ) 文字と図形との結合からなる商標であっても、文字の部分については標準文字によって商標登録を受ける旨を願書に記載することができる。

（×）　第５条第３項。標準文字“のみ”、の条件に該当しないので、誤り。図形と文字の結合商標は、標準文字による出願とは認められない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H19-51〕　商標登録出願及び防護標章登録出願に関して。

(ﾊ) 防護標章登録出願についても一出願多区分による出願及び標準文字による出願をすることができる。
（〇）　第６８条第１項で、第５条を準用している。
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第五条
４  　経済産業省令で定める商標について商標登録を受けようとするときは、経済産業省令で定めるところにより、その商標の詳細な説明を願書に記載し、又は経済産業省令で定める物件を願書に添付しなければならない。 
５  　前項の記載及び物件は、商標登録を受けようとする商標を特定するものでなければならない。

↓↓↓↓↓　【商標法施行規則】　↓↓↓↓↓
（願書への商標の詳細な説明の記載又は物件の添付） 
第四条の八  　商標法第五条第四項 （同法第六十八条第一項において準用する場合を含む。以下同じ。）の経済産業省令で定める商標は、次のとおりとする。 

一  　動き商標 

二  　ホログラム商標 

三  　色彩のみからなる商標 

四  　音商標 

五  　位置商標 

２  　商標法第五条第四項の記載又は添付は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより行うものとする。 

一  　動き商標　　商標の詳細な説明の記載 

二  　ホログラム商標　　商標の詳細な説明の記載 

三  　色彩のみからなる商標　　商標の詳細な説明の記載 

四  　音商標　　商標の詳細な説明の記載（商標登録を受けようとする商標を特定するために必要がある場合に限る。）及び商標法第五条第四項 の経済産業省令で定める物件の添付 

五  　位置商標　　商標の詳細な説明の記載 

３  　商標法第五条第四項の経済産業省令で定める物件は、商標登録を受けようとする商標を特許庁長官が定める方式に従つて記録した一の光ディスクとする。 

４  　前項に掲げる物件であつて、商標法第六十八条の十第一項 に規定する国際商標登録出願（以下「国際商標登録出願」という。）に係るものを提出する場合は、様式第九の二によりしなければならない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商８〕　商標登録出願等の手続きに関して。
(ﾛ) 商標登録を受けようとする商標が音からなる商標である場合、商標登録出願人は、願書にその旨を記載し、経済産業省令で定める物件を願書に添付しなければならない。
（〇）　前段は、第５条第２項第４号。後段は、第５条第４項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-34〕　商標登録出願の手続に関して。

(ﾛ) 商標に係る文字、図形、記号、立体的形状又は色彩が変化するものであって、その変化の前後にわたるその文字、図形、記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合からなる商標について商標登録を受けようとするとき、商標登録出願人は、経済産業省令で定めるところにより、その商標の詳細な説明を願書に記載しなければならない。

（〇）　第５条第４項、商施規第４条の８。動き商標に該当する。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第五条
６  　商標登録を受けようとする商標を記載した部分のうち商標登録を受けようとする商標を記載する欄の色彩と同一の色彩である部分は、その商標の一部でないものとみなす。ただし、色彩を付すべき範囲を明らかにしてその欄の色彩と同一の色彩を付すべき旨を表示した部分については、この限りでない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-６〕　商標登録出願の手続等に関して。
(ｲ) 願書の商標登録を受けようとする商標を記載する欄の色彩が白の場合、商標登録を受けようとする商標を記載した部分のうち白い部分がその商標の一部であるものとみなされる場合はない。
（×）　第５条第６項ただし書。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（出願の日の認定等） 

第五条の二  　特許庁長官は、商標登録出願が次の各号の一に該当する場合を除き、商標登録出願に係る願書を提出した日を商標登録出願の日として認定しなければならない。 

一  　商標登録を受けようとする旨の表示が明確でないと認められるとき。 

二  　商標登録出願人の氏名若しくは名称の記載がなく、又はその記載が商標登録出願人を特定できる程度に明確でないと認められるとき。 

三  　願書に商標登録を受けようとする商標の記載がないとき。 

四  　指定商品又は指定役務の記載がないとき。 

２  　特許庁長官は、商標登録出願が前項各号の一に該当するときは、商標登録を受けようとする者に対し、相当の期間を指定して、商標登録出願について補完をすべきことを命じなければならない。 

３  　商標登録出願について補完をするには、手続の補完に係る書面（以下「手続補完書」という。）を提出しなければならない。 

４  　特許庁長官は、第二項の規定により商標登録出願について補完をすべきことを命じた者が同項の規定により指定された期間内にその補完をしたときは、手続補完書を提出した日を商標登録出願の日として認定しなければならない。 

５  　特許庁長官は、第二項の規定により商標登録出願について補完をすべきことを命じた者が同項の規定により指定された期間内にその補完をしないときは、当該商標登録出願を却下することができる。 

《　青本　第５条の２　第４項　》
　四項は、二項の規定による補完命令に対して商標登録出願人が指定した期間内にそれらの瑕疵を補完した場合には、特許庁長官はその手続補完書が特許庁に提出された日を商標登録出願の日として認定しなければならない旨の規定である。
また、商標登録出願人が、補完命令がないにもかかわらず、自発的に手続補完書を提出した場合についても、同様に取り扱われる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※Ｈ１８年度
〔H18-37〕　商標登録出願に関して

３ 特許庁長官は、商標登録出願に係る願書に商標登録を受けようとする商標の記載がないとき、商標登録を受けようとする者が、その商標登録出願について補完をすべきことを命じられないにもかかわらず、自発的に補完をした場合には、手続補完書を提出した日を商標登録出願の日として認定しなければならない。
（〇）　第５条の２第４項。
　⇒《　青本　第５条の２　第４項　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
（一商標一出願） 

第六条  　商標登録出願は、商標の使用をする一又は二以上の商品又は役務を指定して、商標ごとにしなければならない。 

２  　前項の指定は、政令で定める商品及び役務の区分に従つてしなければならない。 
↓↓↓↓↓　【商標法施行令】　↓↓↓↓↓

（商品及び役務の区分） 

第二条  　商標法第六条第二項 の政令で定める商品及び役務の区分は、別表のとおりとし、各区分に属する商品又は役務は、千九百六十七年七月十四日にストックホルムで及び千九百七十七年五月十三日にジュネーヴで改正され並びに千九百七十九年十月二日に修正された標章の登録のための商品及ｊびサービスの国際分類に関する千九百五十七年六月十五日のニース協定第一条に規定する国際分類に即して、経済産業省令で定める。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-２〕　商標の保護対象に関して。

４ 音からなる商標が、音楽、自然音等の音の要素のみではなく、歌詞等の言語的要素を含むときは、一商標一出願の原則に反するので、商標登録を受けることはできない。
（×）　第６条第１項。音商標は、音商標を構成する音の要素(音楽的要素及び自然音等)及び言語的要素(歌詞等)を総合して商標全体として判断される。実際の登録例として、「カラリオ♪」、「カルビー♪」など、言語的要素を含むものも多い。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項全体　※抜粋》
６．音商標について

(1) 音商標を構成する音の要素(音楽的要素及び自然音等)及び言語的要素(歌詞等)を総合して商標全体として考察し、本項各号に該当するか否かを判断する。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H25-60〕　商標法上の商品及び役務に関して。

４ 商品と役務について複数の区分を指定した商標登録出願をする場合、同一の商標を使用したときに出所混同を生ずるおそれのある商品及び役務を指定しなければならない。
（×）　第６条第１項。そのひょうな規定はない。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第六条
３  　前項の商品及び役務の区分は、商品又は役務の類似の範囲を定めるものではない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※Ｈ１７年度

〔H17-36〕　商品及び役務並びに商標の類似性に関して。
(ﾊ) 商品及び役務の類似性は、政令で定める商品及び役務の区分を超えて認められる場合がある。
（〇）　第６条第３項。

★★★★☆☆☆☆☆☆
（団体商標） 

第七条  　一般社団法人その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）若しくは事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く。）又はこれらに相当する外国の法人は、その構成員に使用をさせる商標について、団体商標の商標登録を受けることができる。 

《　登録を受けることができる主体　》

①一般社団法人（法人格を有しないもの及び会社を除く）
「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」に基づいて設立された社団法人をいう。
②その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く）
商工会議所法に基づく商工会議所

商工会法に基づく商工会

特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、など
③事業協同組合の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く）
中小企業等協同組合法に規定する事業協同組合
④その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く）
　農業協同組合法により設立された農業協同組合、など
⑤これらに相当する外国の法人
　業として商品の生産や役務の提供をする事業者を構成員に有し、かつ、法人格を有する外国の団体
《　登録を受けることができない主体　》
①法人格を有しないもの

工業所有権を享有するための権利能力を有しないため
②会社
　その構成員にあたる株主又は社員に、会社が自己の商標を使用させるとは考え難いため
③財団法人や特別の法律により設立された財団
財団たる医療法人、財団たる職業訓練法人等は、財産の集団（財産自体がその実体）であって、業として商品の生産や役務の提供等をする事業者を構成員として有していないため

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-46〕　団体商標及び地域団体商標に関して。

５ 団体商標の登録主体として認められるものとしては、一般社団法人その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）等があり、地域団体商標の登録主体として認められるものとしては、商工会、商工会議所若しくは特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人等がある。
（〇）　第７条第１項、第７条の２第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-29〕　団体商標及び地域団体商標に関して。
１ 商工会議所や商工会、特定非営利活動法人（NPO法人）、財団法人は、団体商標の商標登録を受けることができる。
（×）　第７条第１項。財団法人は、団体商標の商標登録を受けることができない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-56〕　団体商標の商標登録を受けることができる者（主体要件）か？
１ 商工会議所法（昭和28年法律第143号）に基づいて設立された商工会議所は、団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-56〕　団体商標の商標登録を受けることができる者（主体要件）か？
２ 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づいて設立された農業協同組合は、団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-17〕　団体商標に関して。

１ 一般社団法人、事業協同組合、農業協同組合又は商工会議所若しくは特定非営利活動促進法(平成１０年法律第７号)の規定により設立された特定非営利活動法人は、いずれも団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-17〕　団体商標に関して。

５ フランチャイズチェーンは、フランチャイザーとフランチャイジーの間の事業契約によって成立するものであるから、団体商標の商標登録を受けることができない。
（〇）　第７条第１項。、フランチャイザーとフランチャイジーは、規定に含まれていない。
　⇒《　登録を受けることができる主体　》
★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第七条
２  　前項の場合における第三条第一項の規定の適用については、同項中「自己の」とあるのは、「自己又はその構成員の」とする。 

《　商標審査基準　第３条第１項柱書　※第７条第２項　》

５．団体商標について

団体商標の商標登録出願については、当該団体及びその構成員の双方が使用をしないものばかりでなく、当該団体が指定商品又は指定役務について使用するのみで、その構成員が使用をするものでないときも、第３条第１項柱書により登録を受けることができる商標に該当しないと判断する。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-34〕　地域団体商標及び団体商標に関して。

５ 団体商標の商標登録出願については、当該団体のみが指定商品又は指定役務について出願に係る商標を使用する場合であっても、商標法第３条第１項柱書に規定する「自己の業務に係る商品又は役務について使用をする商標」に該当し、商標登録を受けることができる。

（×）　第７条第２項。自己のみが使用する場合は、団体商標として商標登録を受けることができない。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項柱書　※第７条第２項　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-17〕　団体商標に関して。

２ 団体が団体商標の商標登録を受けるためには「その構成員に使用させる商標」でなくてはならないので、その団体だけが使用する商標は登録できない。

（〇）　第７条第１項、第２項。「その構成員に使用をさせる商標」が団体商標である（第１項）。よって、その団体だけが使用する商標は登録できない。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項柱書　※第７条第２項　》
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第七条
３  　第一項の規定により団体商標の商標登録を受けようとする者は、第五条第一項の商標登録出願において、商標登録出願人が第一項に規定する法人であることを証明する書面を特許庁長官に提出しなければならない。 
《　商標審査基準　第３条第１項柱書　※第７条第３項　》

４．国際商標登録出願について

(2) 国際商標登録出願において、団体商標に相当する商標である旨の記載がされている場合、第７条第３項に規定する証明書(第７条第１項の法人であることを証する書面)の提出がされない場合は、本項柱書により商標登録を受けることができる商標に該当しないと判断する。

なお、団体商標の商標登録出願(国内出願)については、補正指令(方式)の対象とする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-46〕　団体商標及び地域団体商標に関して。

１ 国際登録に基づく団体商標の商標登録出願人が、団体商標の登録主体として認められる法人（商標法第７条第１項に規定する法人）であることを証明する書面を特許庁長官に提出しない場合には、当該書面の提出についての手続の補正が命じられ、これを提出しないと当該団体商標登録出願は却下される。
（〇）　第７条第３項など。クソ問なので、深く悩まないこと。とりあえず解説する。
　もし、本問の出願が国際商標登録出願であれば、審査基準および審査便覧の規定により、第３条第１項柱書違反として拒絶される。
　しかし、問題には「当該団体商標登録出願」とあるため、「国際登録出願」ではなく国内出願であると解釈する。この場合は、補正指令の対象となり、問題の流れで正しい。
　察するに、国際登録で団体商標を出願している人でも、国内出願するときは、ちゃんと国内法に乗っ取って手続きしなさいよ！という設問らしいが、クソ問である。
　⇒《　商標審査基準　第３条第１項柱書　※第７条第３項　》
★★★☆☆☆☆☆☆☆
（地域団体商標） 

第七条の二  　事業協同組合その他の特別の法律により設立された組合（※１）、商工会、商工会議所若しくは特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人又はこれらに相当する外国の法人（以下「組合等」という。）は、その構成員に使用をさせる商標であつて、次の各号のいずれかに該当するものについて、その商標が使用をされた結果自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されているときは、第三条の規定（同条第一項第一号又は第二号に係る場合を除く。）にかかわらず、地域団体商標の商標登録を受けることができる。 
※１：　法人格を有しないものを除き、当該特別の法律において、正当な理由がないのに、構成員たる資格を有する者の加入を拒み、又はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも困難な条件を付してはならない旨の定めのあるものに限る。
一  　地域の名称及び自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務の普通名称を普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標 

二  　地域の名称及び自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして慣用されている名称を普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標 

三  　地域の名称及び自己若しくはその構成員の業務に係る商品若しくは役務の普通名称又はこれらを表示するものとして慣用されている名称を普通に用いられる方法で表示する文字並びに商品の産地又は役務の提供の場所を表示する際に付される文字として慣用されている文字であつて、普通に用いられる方法で表示するもののみからなる商標 
《　登録を受けることができる主体　》　※団体商標との比較
①一般社団法人（法人格を有しないもの及び会社を除く）
「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」に基づいて設立された社団法人をいう。
　　※設立根拠法において、「加入の自由」が規定されていないため、除外されている
②その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く）
商工会議所法に基づく商工会議所

商工会法に基づく商工会

特定非営利活動促進法に基づく特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、など
③事業協同組合の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く）
中小企業等協同組合法に規定する事業協同組合
④その他の特別の法律により設立された組合（法人格を有しないものを除く）
　農業協同組合法により設立された農業協同組合、など
※組合は、設立根拠法において構成員たる資格を有する者の加入を不当に制限してはならない旨（加入の自由）が規定されていること
⑤これらに相当する外国の法人
《　青本　第７条の２　》

地域団体商標として登録を受けられる商標は、本条一項一号から三号までに列挙された地域の名称及び商品（役務）の名称等からなる文字商標である。いわゆる「地域ブランド」として用いられる商標は地名と商品名（役務名）からなる商標であることが多いため、このような商標を地域団体商標の登録対象としている。また、「普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標」に限っている理由は、図形等と組み合わされた商標や特殊な文字により表示された商標のような元々識別力を有する商標については、そもそも三条一項に該当しないため、改正前においても登録を受けることが可能であり、地域団体商標制度によって登録を認める必要性が乏しいことによる。

一項一号は地域の名称と商品（役務）の普通名称からなる商標、二号は地域の名称と商品（役務）の慣用名称からなる商標、三号は地域の名称及び商品（役務）の普通名称又は慣用名称に「商品の産地又は役務の提供の場所を表示する際に付される文字として慣用されている文字」が付加された商標を規定している。

二号及び三号の「商品又は役務を表示するものとして慣用されている名称」（慣用名称）とは、商品又は役務の普通名称とはいえないが、商品又は役務を表す名称として需要者、取引者の間で慣用されている名称をいう。普通名称の略称が慣用されている場合も含まれる。例えば、工芸品における「焼」（陶器、磁器）、「織」（織物）、「塗」（漆器、塗物）、食品における「牛」（牛肉）、「豚」（豚肉）、「漬」（漬物）などが該当すると考えられる。

三号の「商品の産地又は役務の提供の場所を表示する際に付される文字として慣用されている文字」としては、例えば「本場」、「特産」、「名産」、などの文字が考えられる。いわゆる「地域ブランド」として使用されている商標の実態に鑑み、地域の名称及び商品（役務）の名称に商品の産地や役務の提供の場所を表示する際に一般的に用いられる文字が付加された商標も地域団体商標の対象としたものである。
《　青本　第７条の２　〈地域の名称のみの商標を対象としなかった理由〉　》
地域団体商標として登録を受けることができるのは、地域の名称及び商品（役務）の名称等からなる商標であり、地域の名称のみからなる商標は登録を受けることができないこととしている。その理由は次のとおりである。

① 一般に、地域ブランドについては、地域の名称と商品又は役務の名称を組み合わせた商標が用いられることが多く、地域の名称のみの商標が用いられることはまれである。

② 地域の名称のみの商標についても登録を認めると、類似商品（役務）に地域の名称のみの商標を使用したときには権利侵害となり、同一又は同名の地域において他の商品（役務）を生産・販売、提供等する者による地域の名称の正当な使用を過度に制約し、その事業活動を萎縮させるおそれがある。
《　商標審査基準　第７条の２　周知性　》

６．｢需要者の間に広く認識されている｣について

(1) 商品又は役務の種類、需要者層、取引の実情等の個別事情によるが、全国的な需要者の間に認識されるには至っていなくとも、例えば、商品又は役務の種類及び流通経路等に応じた次の(ｱ)から(ｴ)の類型における一定範囲の需要者に認識されている場合を含むものとする。

(ｱ) 比較的低価格であり、また、日常的に消費されること等から、比較的広範囲の地域で販売され得る商品について

(例) 比較的低価格で日常的に消費される野菜、米、食肉、水産食品、加工食品

｢地域｣が属する都道府県を越える程度の範囲における多数の需要者の間に広く認識されていれば足りることとする。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-46〕　地域団体商標に関して。

４ 地域の名称と商品の普通名称からなる商標が使用をされた結果、自己又はその構成員の業務に係る商品又は役務を表示するものとして需要者の間に広く認識されているときは、その商標は、商標法第３条の規定にかかわらず、地域団体商標として、商標登録を受けることができる場合がある。

（〇）　第７条の２第１項第１号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-46〕　団体商標及び地域団体商標に関して。

５ 団体商標の登録主体として認められるものとしては、一般社団法人その他の社団（法人格を有しないもの及び会社を除く。）等があり、地域団体商標の登録主体として認められるものとしては、商工会、商工会議所若しくは特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人等がある。
（〇）　第７条第１項、第７条の２第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-１〕　地域団体商標に関して。
(ｲ) 地域の名称のみからなる商標又は地域の名称と図形を組み合わせてなる商標は、地域団体商標として登録を受けることができない。
（〇）　第７条の２第１項。各号とも、「文字のみからなる商標」であり、図形を含むことはできない。地域の名称と図形を組み合わせてなる商標は登録できない。地域の名称のみからなる商標が登録できない理由は、下記を参照。

　⇒《　青本　第７条の２　〈地域の名称のみの商標を対象としなかった理由〉　》

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-１〕　地域団体商標に関して。
(ﾊ) 地域団体商標制度は、商標登録の要件を緩和する制度であるから、商品の品質又は役務の質の誤認を生ずるおそれがある地域団体商標登録出願であっても、登録を受けることができる。

（×）　第７条の２第１項の規定は、第３条の規定（同条第１項第１号又は第２号に係る場合を除く。）を緩和する規定である。商品の品質又は役務の質の誤認を生ずるおそれがある地域団体商標登録出願は、第４条第１項第１６号違反で拒絶される。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-15〕　商標登録の要件等に関して。
(ﾎ) 法人格を有する事業協同組合がその構成員に使用をさせる商標であって、その地域の名称及びその構成員の業務に係る商品を表示するものとして慣用されている名称を普通に用いられる方法で表示する文字のみからなる商標は、その商標が使用をされた結果、その構成員の業務に係る商品を表示するものとして需要者の間に全国的に認識されている場合のみ、地域団体商標の商標登録を受けることができる。
（×）　第７条の２第１項。「需要者の間に広く認識されている」とは、全国的な需要者の間に認識されるには至っていなくとも、たとえば、｢地域｣が属する都道府県を越える程度の範囲における多数の需要者の間に広く認識されていれば足りる。
　⇒《　商標審査基準　第７条の２　周知性　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-56〕　地域団体商標の商標登録を受けることができる者（主体要件）か？
３ 商工会議所法（昭和28年法律第143号）に基づいて設立された商工会議所は、地域団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条の２第１項第１号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-56〕　地域団体商標の商標登録を受けることができる者（主体要件）か？
４ 中小企業等協同組合法（ 昭和24年法律第181号）に基づいて設立された事業協同組合は、地域団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条の２第１項第１号。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H22-56〕　地域団体商標の商標登録を受けることができる者（主体要件）か？
５ 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づいて設立された農業協同組合は、地域団体商標の商標登録を受けることができる。
（〇）　第７条の２第１項第１号。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第七条の二
２  　前項において「地域の名称」とは、自己若しくはその構成員が商標登録出願前から当該出願に係る商標の使用をしている商品の産地若しくは役務の提供の場所その他これらに準ずる程度に当該商品若しくは当該役務と密接な関連性を有すると認められる地域の名称又はその略称をいう。 
３  　第一項の場合における第三条第一項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）の規定の適用については、同項中「自己の」とあるのは、「自己又はその構成員の」とする。
４  　第一項の規定により地域団体商標の商標登録を受けようとする者は、第五条第一項の商標登録出願において、商標登録出願人が組合等であることを証明する書面及びその商標登録出願に係る商標が第二項に規定する地域の名称を含むものであることを証明するため必要な書類を特許庁長官に提出しなければならない。

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（先願） 

第八条  　同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商標について異なつた日に二以上の商標登録出願があつたときは、最先の商標登録出願人のみがその商標について商標登録を受けることができる。 

《　青本　第８条　》
　なお、八条一項違反は無効理由であるが、拒絶理由ではない。その理由は、八条一項違反で拒絶すべき場合は必ず四条一項一一号違反になるから八条一項違反を拒絶理由としておく意味がないのに反し、これを無効理由にしておかないと誤って後願が先に登録された場合にその後願に係る登録を無効にできないからである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商４〕　商標登録出願における拒絶の理由に関して。
５ 商標法第８条第１項（先願）の規定に違反する場合、登録異議の申立ての理由及び商標登録の無効の理由となるが、商標登録出願の拒絶理由とはならない。
（〇）　第４条第１項第１１号、第８条第１項、第１５条など。
　⇒《　青本　第８条　》
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第八条
２  　同一又は類似の商品又は役務について使用をする同一又は類似の商標について同日に二以上の商標登録出願があつたときは、商標登録出願人の協議により定めた一の商標登録出願人のみがその商標について商標登録を受けることができる。 
３  　商標登録出願が放棄され取り下げられ若しくは却下されたとき、又は商標登録出願について査定若しくは審決が確定したときは、その商標登録出願は、前二項の規定の適用については、初めからなかつたものとみなす。 
４  　特許庁長官は、第二項の場合は、相当の期間を指定して、同項の協議をしてその結果を届け出るべき旨を商標登録出願人に命じなければならない。 

５  　第二項の協議が成立せず、又は前項の規定により指定した期間内に同項の規定による届出がないときは、特許庁長官が行う公正な方法によるくじにより定めた一の商標登録出願人のみが商標登録を受けることができる。 

★★★☆☆☆☆☆☆☆
（出願時の特例） 

第九条  　政府等が開設する博覧会若しくは政府等以外の者が開設する博覧会であつて特許庁長官の定める基準（注１）に適合するものに、パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国の領域内でその政府等若しくはその許可を受けた者が開設する国際的な博覧会に、又はパリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国のいずれにも該当しない国の領域内でその政府等若しくはその許可を受けた者が開設する国際的な博覧会であつて特許庁長官の定める基準（注１）に適合するものに出品した商品又は出展した役務について使用をした商標について、その商標の使用をした商品を出品した者又は役務を出展した者がその出品又は出展の日から六月以内にその商品又は役務を指定商品又は指定役務として商標登録出願をしたときは、その商標登録出願は、その出品又は出展の時にしたものとみなす。 
注１：　平成24年特許庁告示第６号（『商標審査基準』の該当部分を参照）
(1) 産業の発展に寄与することを目的とし、「博覧会」「見本市」等の名称の如何にかかわらず、産業に関する物品等の公開及び展示を行うものであること。

(2) 開設地、開設期間、出品者及び入場者の資格、出品者数並びに出品物の種類及び数量等が、本号の趣旨に照らして適当であると判断されるものであること。

(3) 政府等が協賛し、又は後援する博覧会その他これに準ずるものであること。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-34〕　商標登録出願の手続に関して。

(ﾊ) 政府等（政府又は地方公共団体）以外の者が開設する博覧会であって、特許庁長官の定める基準に適合するものに出展した役務について、その商標の使用をした役務を出展した者がその出展の日から６月以内にその役務を指定役務として商標登録出願をしたときは、その商標登録出願は、その出展の時にしたものとみなされる。
（〇）　第９条第1項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-６〕　商標登録出願の手続等に関して。
(ﾎ) 政府等（政府又は地方公共団体）以外の者が開設する博覧会であって特許庁長官の定める基準に適合するものに出品した商品について使用をした商標について、その商標の使用をした商品を出品した者がその出品の日から６月以内にその商品を指定商品として商標登録出願をしたときは、その商標登録出願は、その出品の時にしたものとみなされる。
（〇）　第９条第1項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-51〕　商標登録出願及び防護標章登録出願に関して。

(ﾆ) パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国若しくは商標法条約の締約国のいずれにも該当しない国の領域内で開催される博覧会であっても、その博覧会が当該外国の政府若しくはその許可を受けた者が開催する国際的な博覧会であって特許庁長官の定める基準に適合するものに出品した商品に使用した商標について、その商標の使用をした商品を出品した者が、その出品の日から６月以内にその商品を指定商品として商標登録出願をしたときは、その商標登録出願は、その出品の時にしたものとみなされる。

（〇）　第９条第1項。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第九条 
２  　商標登録出願に係る商標について前項の規定の適用を受けようとする者は、その旨を記載した書面を商標登録出願と同時に特許庁長官に提出し、かつ、その商標登録出願に係る商標及び商品又は役務が同項に規定する商標及び商品又は役務であることを証明する書面（次項及び第四項において「証明書」という。）を商標登録出願の日から三十日以内に特許庁長官に提出しなければならない。 
３  　証明書を提出する者が前項に規定する期間内に証明書を提出することができないときは、その期間が経過した後であつても、経済産業省令で定める期間内に限り、経済産業省令で定めるところにより、その証明書を特許庁長官に提出することができる。
４  　証明書を提出する者がその責めに帰することができない理由により、前項の規定により証明書を提出することができる期間内に証明書を提出することができないときは、同項の規定にかかわらず、その理由がなくなつた日から十四日（在外者にあつては、二月）以内でその期間の経過後六月以内にその証明書を特許庁長官に提出することができる。 

↓↓↓↓↓　【商標法施行規則】　↓↓↓↓↓
（出願時の特例の規定の適用を受けるための証明書の提出等） 
第六条の二
２  　商標法第九条第三項の経済産業省令で定める期間は、同条第二項に規定する期間の経過後二月とする。  
３  　商標法第九条第三項の規定により同条第二項に規定する証明書を提出する者は、第二十二条第一項において準用する特許法施行規則第四条の二第一項 に規定する様式第二により作成した期間延長請求書を提出しなければならない。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（パリ条約の例による優先権主張） 

第九条の二  　パリ条約の同盟国でされた商標（第二条第一項第二号に規定する商標に相当するものに限る。）の登録の出願に基づく優先権は、同項第一号に規定する商標に相当する商標の登録の出願に基づく優先権についてパリ条約第四条に定める例により、これを主張することができる。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第九条の三   　次の表の上欄に掲げる者が同表の下欄に掲げる国においてした出願に基づく優先権は、パリ条約第四条の規定の例により、商標登録出願について、これを主張することができる。
	日本国民又はパリ条約の同盟国の国民
（パリ条約第三条の規定により同盟国の国民とみなされる者を含む。）
	世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国

	世界貿易機関の加盟国の国民（世界貿易機関を設立するマラケシュ協定附属書一Ｃ第一条３に規定する加盟国の国民をいう。）
又は商標法条約の締約国の国民
	パリ条約の同盟国、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国


★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（指定商品等又は商標登録を受けようとする商標の補正と要旨変更） 

第九条の四  　願書に記載した指定商品若しくは指定役務又は商標登録を受けようとする商標についてした補正がこれらの要旨を変更するものと商標権の設定の登録があつた後に認められたときは、その商標登録出願は、その補正について手続補正書を提出した時にしたものとみなす。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-６〕　商標登録出願の手続等に関して。
(ﾛ) 商標権の設定登録後に、商標登録出願が、願書を提出した日よりも後にされたものとみなされる場合はない。
（×）　第９条の４。
★★★★☆☆☆☆☆☆
（商標登録出願の分割） 

第十条  　商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場合又は商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合に限り、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録出願とすることができる。 
↓↓↓↓↓　【商標法施行規則で準用する特許法施行規則】　↓↓↓↓↓
（特許出願の分割をする場合の補正） 
第三十条  　特許法第四十四条第一項第一号 の規定により新たな特許出願をしようとする場合において、もとの特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面を補正する必要があるときは、もとの特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面の補正は、新たな特許出願と同時にしなければならない。 

《　時期のまとめ～分割、変更、補正　》
①商標登録出願の分割
商標登録出願が
・審査、審判若しくは再審に係属している場合

・商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが
裁判所に係属している場合
※この場合の削除補正は、特許法施行規則第３０条の補正であり、遡及効なし
②手続きの補正
　事件が
・審査、審判又は再審に係属している場合
・登録異議の申立てについての審理に係属している場合
　　※登録異議申立書の補正だけ
③出願の変更
・商標登録出願について査定又は審決が確定した後は、することができない

《 青本　第１０条第１項 》
　改正前は、拒絶査定から審判請求までの間、拒絶審決から東京高等裁判所出訴までの間、東京高等裁判所の判決から最高裁判所上告までの間も出願の分割ができたが、改正後においては、この期間はできないことになった。
このように出願の分割時期について制限を設けたのは、出願が審査や審判等の手続に何ら係属していない時期に分割されても徒らに手続を複雑にするだけであること、また、このように制限をしても拒絶査定や拒絶審決等に対する不服申立と同時に又はその後に分割をすることにより同一の効果を得られるのであるから、出願人は何ら不利益を受けるものではないことによる。また、この改正により商標法条約（第七条⑴）に規定する分割の時期とも一致することとなるとともに、裁判所に係属している期間を除けば補正をすることができる時期（六八条の四〇）とも一致することとなって、分割も補正の一種であるとする特許出願の分割の場合と考え方の軌を一にすることができる。
《　最高裁　判例　平成１７年７月１４日　「eAccess事件」　》

商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決（以下「拒絶審決」という。）に対する訴えが裁判所に係属している場合に、商標法１０条１項の規定に基づいて新たな商標登録出願がされ、もとの商標登録出願について補正がされたときには，その補正は、商標法６８条の４０第１項が規定する補正ではないから、同項によってその効果が商標登録出願の時にさかのぼって生ずることはなく，商標法には、そのほかに補正の効果が商標登録出願の時にさかのぼって生ずる旨の規定はない。そして、拒絶審決に対する訴えが裁判所に係属している場合にも、補正の効果が商標登録出願の時にさかのぼって生ずるとすると、商標法６８条の４０第１項が、事件が審査，登録異議の申立てについての審理、審判又は再審に係属している場合以外には補正を認めず、補正ができる時期を制限している趣旨に反することになる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-37〕　商標登録出願等に関して、拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達を受けた後、拒絶査定に対する審判を請求する前までに行うことができる手続か？

(ﾎ) ２以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を１又は２以上の新たな商標登録出願にする分割。
（×）　第１０条第１項。

　⇒《 青本　第１０条第１項 》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-11〕　商標登録出願又は防護標章登録出願に関して。
(ﾆ) 商標登録出願人は、その商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合は、２以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願の一部を１又は２以上の新たな商標登録出願にすることができない。
（×）　第１０条第１項。商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属している場合は、分割できる。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

〔H23-36〕　商標法に規定する審決取消訴訟に関して。

１ 拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが東京高等裁判所に係属している場合、商標登録出願人は、二以上の商品又は役務を指定商品又は指定役務とする商標登録出願であっても、その分割をすることはできない。
（×）　第１０条第１項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-47〕　商標の審判に関して。
１ 商標登録出願Ａについての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属しているとき、Ａの指定商品の一部を分割して新たな商標登録出願Ｂがされ、Ａの出願について、願書からＢに係る指定商品を削除する補正がされたときには、その補正の効果がＡの出願時にさかのぼって生ずることはない。

（〇）　この場合の削除補正は、特許法施行規則第３０条によるもので、遡及効は生じない。
　⇒《　最高裁　判例　平成１７年７月１４日　「eAccess事件」　》
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第十条
２  　前項の場合は、新たな商標登録出願は、もとの商標登録出願の時にしたものとみなす。ただし、第九条第二項並びに第十三条第一項において準用する特許法 （昭和三十四年法律第百二十一号）第四十三条第一項 及び第二項 （※１）の規定の適用については、この限りでない。 
※１：　これらの規定を第十三条第一項において準用する同法第四十三条の三第三項 において準用する場合を含む。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□　※Ｈ１８年度
〔H18-３〕　商標登録出願に関して。

(ﾊ) 甲が、｢ビール，清涼飲料｣を指定商品とする商標イについて商標登録出願Ａをし、その出願の日から６月を経過した後、乙が、｢ビール｣を指定商品とするイに類似する商標ロについて商標登録出願Ｂをした。その後、甲が、Ａの一部につき、商標法第１０条(商標登録出願の分割)の規定により適法に｢ビール｣を指定商品とする新たな商標登録出願Ｃをしたとき、Ｃは、Ｂに係るロが商標登録されているときは、そのことを理由として、拒絶される場合がある。
（×）　第１０条第２項。分割による新たな商標登録出願は、もとの商標出願の時にしたものとみなされるため、商標登録出願Ｃの出願日は商標登録出願Ａの出願日である。また、商標登録出願Ｂは商標登録出願Ａの出願の日から６月を経過した後なので、仮にパリ優先を使っていても、商標登録出願Ａの出願日の後である。さらに、第９条第１項の特例を使っていても、商標登録出願Ａの出願日の後である。よって、そのことを理由として、拒絶される場合はない。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第十条
３  　第一項に規定する新たな商標登録出願をする場合には、もとの商標登録出願について提出された書面又は書類であつて、新たな商標登録出願について第九条第二項又は第十三条第一項において準用する特許法第四十三条第一項 及び第二項 （※）の規定により提出しなければならないものは、当該新たな商標登録出願と同時に特許庁長官に提出されたものとみなす。 
※１：　１これらの規定を第十三条第一項において準用する同法第四十三条の三第三項 において準用する場合を含む。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-６〕　商標登録出願の手続等に関して。
(ﾊ) 新たな商標登録出願についてパリ条約による優先権を主張しようとする者は、優先権主張の基礎となる出願がなされたパリ条約同盟国が発行する優先権証明書を必ず提出しなければならない。
（×）　第１０条第３項。
★★★★☆☆☆☆☆☆
（出願の変更） 

第十一条  　商標登録出願人は、団体商標の商標登録出願を通常の商標登録出願（※１）又は地域団体商標の商標登録出願に変更することができる。 
※１：　団体商標の商標登録出願及び地域団体商標の商標登録出願以外の商標登録出願をいう。以下同じ。
２  　商標登録出願人は、地域団体商標の商標登録出願を通常の商標登録出願又は団体商標の商標登録出願に変更することができる。 
３  　商標登録出願人は、通常の商標登録出願を団体商標の商標登録出願又は地域団体商標の商標登録出願に変更することができる。 
４  　前三項の規定による商標登録出願の変更は、商標登録出願について査定又は審決が確定した後は、することができない。
※結局、①通常の商標登録出願、②団体商標の商標登録出願、③地域団体商標の商標登録出願、の相互に変更可能である。

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H28-商８〕　商標登録出願等の手続きに関して。
(ﾆ) 団体商標の商標登録出願人は、その商標登録出願について査定又は審決がされた後であっても、その商標登録出願を地域団体商標の商標登録出願に変更することができる場合がある。
（〇）　第１１条第1項、第４項。商標登録出願について査定又は審決が「確定した後」は、変更することができないが、査定又は審決が「された後」は、変更できる場合がある。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-34〕　商標登録出願の手続に関して。

(ﾎ) 商標登録出願人は、その団体商標の商標登録出願が査定又は審決が確定した後は、通常の商標登録出願（団体商標の商標登録出願及び地域団体商標の商標登録出願以外の商標登録出願）に変更することができない。
（〇）　第１１条第1項、第４項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-11〕　商標登録出願又は防護標章登録出願に関して。
(ﾊ) 通常の商標登録出願（団体商標の商標登録出願及び地域団体商標の商標登録出願以外の商標登録出願）の出願人は、その出願についての査定又は審決が確定する前であっても、その出願を地域団体商標の商標登録出願に変更することができない。
（×）　第１１条第３項、第４項。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-40〕　団体商標に関して。
５　団体商標の商標登録出願を通常の商標登録出願に変更することはできるが、通常の商標登録出願を団体商標の商標登録出願に変更することはできない。
（×）　第１１条第１項、第３項。両方ともできる。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第十一条
５  　第一項から第三項までの規定による商標登録出願の変更があつたときは、もとの商標登録出願は、取り下げたものとみなす。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-11〕　商標登録出願又は防護標章登録出願に関して。
(ﾎ) 団体商標の商標登録出願を地域団体商標の商標登録出願へ変更する場合には、商標登録出願人は、その新たな商標登録出願と同時に当該団体商標の商標登録出願を取り下げなければならない。
（×）　第１１条第５項。「取り下げなければならない」のではなく、「取り下げたものとみなす」。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第十一条
６  　前条第二項及び第三項の規定は、第一項から第三項までの規定による商標登録出願の変更の場合に準用する。 

★★☆☆☆☆☆☆☆☆
第十二条   　防護標章登録出願人は、その防護標章登録出願を商標登録出願に変更することができる。 

２  　前項の規定による出願の変更は、防護標章登録出願について査定又は審決が確定した後は、することができない。 

３  　第十条第二項及び第三項並びに前条第五項の規定は、第一項の規定による出願の変更の場合に準用する。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H25-６〕　商標登録出願の手続等に関して。
(ﾆ) 防護標章登録出願について拒絶をすべき旨の査定がされた場合、それを不服とする審判の請求と同時でなければ当該防護標章登録出願を商標登録出願に変更することができない。
（×）　第１２条第１項、第２項。拒絶をすべき旨の査定又は審決が確定が確定するまでは変更できるので、審判の請求と同時に限られない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-11〕　商標登録出願又は防護標章登録出願に関して。
(ｲ) 防護標章登録出願人は、その防護標章登録出願について査定又は審決が確定した後でも、その防護標章登録出願を商標登録出願に変更することができる場合がある。
（×）　第１２条第１項、第２項。防護標章登録出願について査定又は審決が確定した後は、変更することができない。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（出願公開） 

第十二条の二  　特許庁長官は、商標登録出願があつたときは、出願公開をしなければならない。 

２  　出願公開は、次に掲げる事項を商標公報に掲載することにより行う。ただし、第三号及び第四号に掲げる事項については、当該事項を商標公報に掲載することが公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると特許庁長官が認めるときは、この限りでない。 

一  　商標登録出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二  　商標登録出願の番号及び年月日 

三  　願書に記載した商標（第五条第三項に規定する場合にあつては標準文字により現したもの。以下同じ。） 

四  　指定商品又は指定役務 

五  　前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-35〕　商標登録出願の手続に関して。
１ 商標登録出願に係る商標が公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると特許庁長官が認めるものである場合であっても、商標登録出願人の氏名又は住所については商標公報に掲載することにより公開される。
（〇）　第１２条の２第２項。第１号、第２号は公開される。
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（特許法 の準用） 

第十三条  　特許法第四十三条第一項から第四項まで及び第七項から第九項まで並びに第四十三条の三第二項及び第三項の規定は、商標登録出願に準用する。この場合において、同法第四十三条第一項中「経済産業省令で定める期間内」とあるのは「商標登録出願と同時」と、同条第二項中「明細書、特許請求の範囲若しくは実用新案登録請求の範囲及び図面」とあるのは「商標登録を受けようとする商標及び指定商品又は指定役務を記載したもの」と、「次の各号に掲げる日のうち最先の日から一年四月」とあるのは「商標登録出願の日から三月」と、同条第七項中「前項の規定による通知を受けた者は」とあるのは「第二項に規定する書類を提出する者は、同項に規定する期間内に同項に規定する書類を提出することができないときは、その期間が経過した後であつても」と、「第二項に規定する書類又は第五項に規定する書面」とあるのは「経済産業省令で定めるところにより、同項に規定する書類」と、同条第八項中「第六項 の規定による通知を受けた者」とあるのは「第二項に規定する書類を提出する者」と、「第二項に規定する書類又は第五項に規定する書面」とあるのは「第二項に規定する書類」と、「その書類又は書面」とあるのは「その書類」と、同条第九項 中「第二項に規定する書類又は第五項 に規定する書面」とあるのは「第二項に規定する書類」と、同法第四十三条の三第二項中「又は世界貿易機関の加盟国」とあるのは「、世界貿易機関の加盟国又は商標法条約の締約国」と、「若しくは世界貿易機関の加盟国の国民」とあるのは「、世界貿易機関の加盟国の国民若しくは商標法条約の締約国の国民」と、同条第三項 中「前二条」とあるのは「第四十三条」と、「前二項」とあるのは「前項」と読み替えるものとする。 

２  　特許法第三十三条第一項から第三項まで及び第三十四条第四項から第七項まで（特許を受ける権利）の規定は、商標登録出願により生じた権利に準用する。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-26〕　商標登録出願又は商標権に関する手続等に関して。

(ｲ) 同一の者から承継した同一の商標登録出願により生じた権利の承継について同日に２以上の届出があった場合であって、届出をした者の協議が成立しなかったときは、特許庁長官が行う公正な方法によるくじにより定めた者の届出のみが効力を生じる。

（×）　そのような規定はない。第１３条第２項で準用する特許法第３４条第６項を参照。くじ引きがあるのは、先願規定である（第８条第５項）。
《　特許法　第３４条　》

６  　同一の者から承継した同一の特許を受ける権利の承継について同日に二以上の届出があつたときは、届出をした者の協議により定めた者以外の者の届出は、その効力を生じない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-37〕　商標登録出願等に関して、拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達を受けた後、拒絶査定に対する審判を請求する前までに行うことができる手続か？

(ﾆ) 国際商標登録出願以外の商標登録出願により生じた権利の相続その他の一般承継の特許庁長官への届出。
（〇）　第１３条第２項で準用する特許法第３４条第５項。特に、時期的制限はない。すくなくとも、問題の期間中にできないことはない。
《　特許法第３４条第５項　》

５  　特許を受ける権利の相続その他の一般承継があつたときは、承継人は、遅滞なく、その旨を特許庁長官に届け出なければならない。 
★★★★☆☆☆☆☆☆
（設定の登録前の金銭的請求権等） 

第十三条の二  　商標登録出願人は、商標登録出願をした後に当該出願に係る内容を記載した書面を提示して警告をしたときは、その警告後商標権の設定の登録前に当該出願に係る指定商品又は指定役務について当該出願に係る商標の使用をした者に対し、当該使用により生じた業務上の損失に相当する額の金銭の支払を請求することができる。 

２  　前項の規定による請求権は、商標権の設定の登録があつた後でなければ、行使することができない。 

３  　第一項の規定による請求権の行使は、商標権の行使を妨げない。 

４  　商標登録出願が放棄され、取り下げられ、若しくは却下されたとき、商標登録出願について拒絶をすべき旨の査定若しくは審決が確定したとき、第四十三条の三第二項の取消決定が確定したとき、又は第四十六条の二第一項ただし書の場合を除き商標登録を無効にすべき旨の審決が確定したときは、第一項の請求権は、初めから生じなかつたものとみなす。 

５  　第二十七条、第三十七条、第三十九条において準用する特許法第百四条の三第一項 及び第二項 、第百五条、第百五条の二、第百五条の四から第百五条の六まで及び第百六条、第五十六条第一項において準用する同法第百六十八条第三項 から第六項 まで並びに民法 （明治二十九年法律第八十九号）第七百十九条 及び第七百二十四条 （不法行為）の規定は、第一項の規定による請求権を行使する場合に準用する。この場合において、当該請求権を有する者が商標権の設定の登録前に当該商標登録出願に係る商標の使用の事実及びその使用をした者を知つたときは、同条中「被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時」とあるのは、「商標権の設定の登録の日」と読み替えるものとする。 
★民法第７２４条の読み替え

（不法行為による損害賠償請求権の期間の制限） 

第七百二十四条  　不法行為による損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時商標権の設定の登録の日から三年間行使しないときは、時効によって消滅する。不法行為の時から二十年を経過したときも、同様とする。
《　茶園　『商標法（初版）』 page-49　》
	
	金銭的請求権
（商標法　第１３条の２）
	補償金請求権
（特許法　第６５条）

	出願の要否
	必要
	必要

	出願公開の要否
	不要
	必要

	警告の要否
	必要
	原則として必要

	第３者の実施・使用
	必要
	必要

	出願人の実施・使用
	必要
	不要

	損害の発生
	必要
	不要

	権利の行使時期
	商標権設定登録後
	特許権設定登録後

	請求し得る金額
	損失相当額
	実施料相当額


　特許法第６５条に規定する補償金請求権は、出願公開により第三者は発明を知り、実施することが可能になることを考慮して、第三者が特許出願に係る発明を実施した場合に、実施料相当額を請求することを認める権利である。
　これに対し、金銭的請求権は、出願公開の有無とは別に、商標登録出願後に第三者の使用により出願人が業務上の損失を被っている場合に損失相当額の請求を認める権利である。

《　青本　第１３条の２　》

特許法六五条に基づく補償金請求権により請求できるのは実施料相当額であるのに対し、本条により請求できるのは業務上の損失に相当する額であることから、損失が発生していることを商標登録出願人（請求人）が認識した上で初めて請求するものであるため、たとえ相手方が悪意で使用していても警告は必要であり、悪意で使用されていても、損失が発生していなければ警告をしても金銭的請求権は生じない。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-26〕　商標登録出願又は商標権に関する手続等に関して。

(ﾎ) 商標登録出願人は、商標登録出願をした後に当該出願に係る内容を記載した書面を提示して警告をしたとき、その警告後商標権の設定の登録前に当該出願に係る指定商品又は指定役務について当該出願に係る商標の使用をした者に対して、商標権の設定の登録の日から３年以内であれば常に金銭的請求権に基づき支払いを求めることができる。

（×）　第１３条の２第１項、第４項、第５項で読み替え準用する民法第７２４条。まず、第１項より、「業務上の損失」が発生していない場合は、支払いを求めることができない。つぎに、第４項より、取り消し決定や無効になった場合も請求できない。なお、第５項で読み替え準用する民法第７２４条より、商標権の設定の登録の日から３年以内は適切である。
　⇒《　青本　第１３条の２　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-32〕　商標権の効力等に関して。
１ 商標登録出願人は、商標登録出願をした後に当該出願に係る内容を記載した書面を提示して警告したときは、その警告後商標権の設定の登録前に当該出願に係る指定商品又は指定役務について当該出願に係る商標の使用をした者に対し、当該使用により生じた業務上の損失に相当する額の金銭の支払を請求することができるが、当該請求権が消滅する時効の起算日は、当該出願に係る商標の使用をした者及び商標登録出願人に業務上の損失を与えた事実の存在を知った時である。
（×）　前段は第１３条の２第１項より正しい。後段は、第１３条の２第第５項で読み替え準用する民法第７２４条より正しい。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H23-34〕　商標権の効力等に関して。
(ｲ) 商標登録出願人が、当該出願に係る商標を指定商品に使用した者に対して、出願公開前に当該出願に係る内容を記載した書面を提示して警告をしても、商標権の設定の登録後にその者に対して、設定登録前の金銭的請求権に基づく金銭の支払いを請求することはできない。
（×）　第１３条の２第１項。出願公開は要件になっていないので、出願公開前に警告した場合でも、設定登録前の金銭的請求権に基づく金銭の支払いを請求することができる。
　⇒《　茶園　『商標法（初版）』 page-49　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H19-42〕　商標権及び専用使用権に関して。

１ 商標権は設定の登録により発生するが、商標登録出願をした後、登録前に当該出願に係る指定商品又は指定役務について、当該出願に係る商標の使用をした者に対して商標法上の権利を行使できることがある。

（〇）　第１３条の２第１項。
第三章　審査  

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（審査官による審査） 

第十四条  　特許庁長官は、審査官に商標登録出願を審査させなければならない。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（拒絶の査定） 

第十五条  　審査官は、商標登録出願が次の各号のいずれかに該当するときは、その商標登録出願について拒絶をすべき旨の査定をしなければならない。 

一  　その商標登録出願に係る商標が第三条、第四条第一項、第七条の二第一項、第八条第二項若しくは第五項、第五十一条第二項（第五十二条の二第二項において準用する場合を含む。）、第五十三条第二項又は第七十七条第三項において準用する特許法第二十五条 の規定により商標登録をすることができないものであるとき。 

二  　その商標登録出願に係る商標が条約の規定により商標登録をすることができないものであるとき。 

三  　その商標登録出願が第五条第五項又は第六条第一項若しくは第二項に規定する要件を満たしていないとき。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（拒絶理由の通知） 

第十五条の二  　審査官は、拒絶をすべき旨の査定をしようとするときは、商標登録出願人に対し、拒絶の理由を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えなければならない。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第十五条の三   　審査官は、商標登録出願に係る商標が、当該商標登録出願の日前の商標登録出願に係る他人の商標又はこれに類似する商標であつて、その商標に係る指定商品若しくは指定役務又はこれらに類似する商品若しくは役務について使用をするものであるときは、商標登録出願人に対し、当該他人の商標が商標登録されることにより当該商標登録出願が第十五条第一号に該当することとなる旨を通知し、相当の期間を指定して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２  　前項の通知が既にされている場合であつて、当該他人の商標が商標登録されたときは、前条の通知をすることを要しない。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（商標登録の査定） 

第十六条  　審査官は、政令で定める期間内に商標登録出願について拒絶の理由を発見しないときは、商標登録をすべき旨の査定をしなければならない。 
↓↓↓↓↓　【商標法施行令】　↓↓↓↓↓
（商標登録の査定の期間） 

第三条  　商標法第十六条 （※１）の政令で定める期間は、同法第五条の二第一項又は第四項 （※２）の規定により認定された商標登録出願の日（※３）から一年六月とする。 
※１：　同法第五十五条の二第二項 （同法第六十条の二第二項（同法第六十八条第五項 において準用する場合を含む。）及び第六十八条第四項において準用する場合を含む。）及び第六十八条第二項において準用する場合を含む。次項において同じ。
※２：　これらの規定を同法第六十八条第一項において準用する場合を含む。
※３：　当該商標登録出願が同法第十五条第三号に該当する旨の拒絶の理由を審査官が通知した場合で手続の補正により同号に該当しなくなつたときにあつてはその補正について手続補正書を提出した日、当該商標登録出願が次の各号に掲げる規定の適用を受けるときにあつてはこれらの規定の適用がないものとした場合における商標登録出願の日
一  　商標法第九条第一項 、第十条第二項（※１）又は第六十八条の三十二第二項（※２）の規定 
※１：　同法第十一条第六項 、第十二条第三項、第六十五条第三項及び第六十八条第一項において準用する場合を含む。
※２：　同法第六十八条の三十三第二項において読み替えて準用する場合を含む。

二  　商標法第十七条の二第一項 （※１）及び第五十五条の二第三項 （※２）において準用する意匠法第十七条の三第一項の規定 
※１：　同法第六十八条第二項において準用する場合を含む。
※２：　同法第六十条の二第二項（同法第六十八条第五項 において準用する場合を含む。）及び第六十八条第四項 において準用する場合を含む。

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆

第十六条
２  　前項の規定にかかわらず、商標法第六十八条の九第一項の規定により商標登録出願とみなされた領域指定に係る同法第十六条 の政令で定める期間は、標章の国際登録に関するマドリッド協定の千九百八十九年六月二十七日にマドリッドで採択された議定書第三条の三に規定する領域指定の通報が行われた日（※１）から一年六月とする。
※１：　商標法第六十八条の三第一項に規定する国際事務局から同法第六十八条の九第一項 に規定する国際登録簿に登録された事項についての更正の通報で経済産業省令で定めるものが行われた場合であつて、当該更正の通報に係る事項について拒絶の理由を審査官が通知するときは、当該更正の通報が行われた日
★★★★☆☆☆☆☆☆
（補正の却下） 

第十六条の二  　願書に記載した指定商品若しくは指定役務又は商標登録を受けようとする商標についてした補正がこれらの要旨を変更するものであるときは、審査官は、決定をもつてその補正を却下しなければならない。 

２  　前項の規定による却下の決定は、文書をもつて行い、かつ、理由を付さなければならない。 

《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　指定商品又は指定役務について　》
(1) 第５条第１項第３号で規定する指定商品又は指定役務 (以下｢指定商品又は指定役務｣という。) について

(ｱ) 指定商品又は指定役務の範囲の変更又は拡大は、非類似の商品若しくは役務に変更し、又は拡大する場合のみならず、他の類似の商品若しくは役務に変更し、又は拡大する場合も要旨の変更である。

(例１) 要旨の変更となる場合

① 範囲の変更
　第32類｢ビール｣から第33類｢洋酒｣への補正

② 範囲の拡大

第12類｢貨物自動車｣から第12類｢自動車｣への補正

ただし、例えば、以下のとおり、指定商品又は指定役務が包括表示で記載されている場合であって、その包括表示に含まれる個々の指定商品又は指定役務に変更することは、要旨の変更ではないものとする。

(例２) 要旨の変更とならない場合

指定商品 第21類｢食器類｣から｢コップ，茶わん｣への補正

指定役務 第41類｢娯楽施設の提供｣から｢カラオケ施設の提供，その他の娯楽施設の提供｣への補正

(ｲ) 指定商品又は指定役務の範囲の減縮、誤記の訂正又は明瞭でない記載を明瞭なものに改めることは、要旨の変更ではないものとする。

(ｳ) 小売等役務に係る補正は、次のとおりとする。

① ｢衣料品、飲食料品及び生活用品に係る各種商品を一括して取り扱う小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供｣(総合小売等役務)を、その他の小売等役務(以下｢特定小売等役務｣という。)に変更する補正は、要旨の変更である。

また、特定小売等役務を総合小売等役務に変更する補正も、要旨の変更である。

② 特定小売等役務について、その取扱商品の範囲を減縮した特定小売等役務に補正するのは要旨の変更ではないが、その取扱商品の範囲を変更又は拡大した特定小売等役務に補正するのは、要旨の変更である。

③ 小売等役務を商品に変更する補正も、また、商品を小売等役務に変更する補正も、要旨の変更である。
《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　商標について　》
(2) 第５条第１項第２号で規定する商標登録を受けようとする商標を記載する欄への記載(以下｢願書に記載した商標｣という。)について
(ｱ) 願書に記載した商標の補正は、原則として、要旨の変更である。
(例)

① 商標中の文字、図形、記号又は立体的形状を変更、又は削除すること

② 商標に文字、図形、記号又は立体的形状を追加すること

③ 商標の色彩を変更すること

(ｲ) 願書に記載した商標中の付記的部分(例えば、他に自他商品・役務の識別機能を有する部分があり、かつ、自他商品・役務識別機能を有する部分と構成上一体でない部分)に、｢ＪＩＳ｣、｢ＪＡＳ｣、｢プラマーク｣、｢エコマーク｣、｢特許｣、｢実用新案｣、｢意匠｣等の文字、記号若しくは図形又は商品の産地・販売地若しくは役務の提供の場所を表す文字がある場合、これらを削除することは、要旨の変更ではないものとする。

(ｳ) 商標登録出願後、第５条第２項で規定する｢立体商標｣である旨の記載を追加する補正又は削除する補正は、原則として、要旨の変更である。

ただし、願書に記載した商標から、立体商標以外には認識できない場合において、立体商標である旨の記載を追加する補正、又は、願書に記載した商標から、平面商標としてしか認識できない場合において、立体商標である旨の記載を削除する補正は、要旨の変更ではないものとする。

(ｴ) 商標登録出願後、第５条第３項で規定する標準文字である旨の記載を追加する補正又は削除する補正は、原則として、要旨の変更である。

ただし、願書に記載した商標が標準文字に置き換えて現されたものと同一と認められる場合において、標準文字である旨の記載を追加する補正は、要旨の変更ではないものとする。

(ｵ) 商標登録出願後、第５条第６項ただし書きの規定による色彩の適用を受けようとすることは、要旨の変更である。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H27-34〕　商標登録出願の手続に関して。

(ﾆ) 商標登録出願に係る指定役務について、第35類の「衣料品、飲食料品及び生活用品に係る各種商品を一括して取り扱う小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」（総合小売等役務）を指定した場合に、これを第35類の「飲食料品の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」（特定小売等役務）に変更する補正は、要旨を変更するものとして却下されることはない。
（×）　要旨の変更である。下記審査基準　（ウ)①を参照。
　⇒《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　指定商品又は指定役務について　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-35〕　商標登録出願の手続に関して。
２ 願書に記載した商標登録を受けようとする商標が青色の文字のみからなる商標である場合、その文字の色彩を黒色に変更する補正は、その文字が同一である限り、要旨を変更するものとして却下されることはない。
（×）　第１６条の２第１項。商標の色彩を変更することは、原則として要旨の変更に該当する。
　⇒《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　商標について　》
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H24-35〕　商標登録出願の手続に関して。
３ 商標登録出願に係る指定商品又は指定役務について、第３５類の「被服の小売又は卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」を指定した場合に、これを第２５類の「被服」に変更する補正は、要旨を変更するものとして却下されることはない。
（×）　第１６条の２第１項。小売等役務を商品に変更する補正は、要旨の変更である。
　⇒《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　指定商品又は指定役務について　》
　（ウ）③
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H21-53〕　商標法における補正及び補正の却下の決定等に関して。
２　願書に記載した指定商品について、第９類「電気通信機械器具，電子応用機械器具及びその部品」から第９類「電気通信機械器具」に補正した後、第９類「電気通信機械器具，電子応用機械器具」と補正をすることができる。

（×）　第１６条の２第１項。最初の補正は指定商品の範囲の減縮なので、要旨の変更ではない。しかし、次の補正は指定商品の範囲の拡大なので、要旨の変更に該当し、補正できない。なぜならば、補正は遡及効を有するため、一度補正が認められると、その状態で出願されたものとみなされるためである。
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-51〕　商標法上の商品、役務又は区分等に関して。
５ 商標登録出願の願書に記載された指定役務である「商品ａの小売及び卸売の業務において行われる顧客に対する便益の提供」を、指定商品である「商品ａ」に変更する補正は、決定をもって却下される。
（〇）　第１６条の２第１項。小売等役務を商品に変更する補正は、要旨の変更である。
　⇒《　商標審査基準　第16条の２及び第17条の２　指定商品又は指定役務について　》
★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第十六条の二
３  　第一項の規定による却下の決定があつたときは、決定の謄本の送達があつた日から三月を経過するまでは、当該商標登録出願について査定をしてはならない。 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H26-37〕　商標登録出願等に関して、拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達を受けた後、拒絶査定に対する審判を請求する前までに行うことができる手続か？

(ｲ) 商標登録出願について行われた指定商品の補正を却下する旨の決定に対する審判の請求。
（×）　第４５条第１項、第１６条の２第３項。補正の却下の決定に対する審判は、その決定の謄本の送達があつた日から三月以内に審判を請求することができる。一方、補正の却下の決定があつたときは、決定の謄本の送達があつた日から三月を経過するまでは、当該商標登録出願について査定をしてはならない。
よって、補正を却下する旨の決定に対する審判の請求を、拒絶をすべき旨の査定の謄本の送達を受けた後にできる場合はない。
☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
第十六条の二
４  　審査官は、商標登録出願人が第一項の規定による却下の決定に対し第四十五条第一項の審判を請求したときは、その審判の審決が確定するまでその商標登録出願の審査を中止しなければならない。 

☆☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（特許法の準用） 

第十七条  　特許法第四十七条第二項 （審査官の資格）、第四十八条（審査官の除斥）、第五十二条（査定の方式）及び第五十四条（訴訟との関係）の規定は、商標登録出願の審査に準用する。 

★☆☆☆☆☆☆☆☆☆
（意匠法の準用） 
第十七条の二  　意匠法 （昭和三十四年法律第百二十五号）第十七条の三 （補正後の意匠についての新出願）の規定は、第十六条の二第一項の規定により、決定をもつて補正が却下された場合に準用する。 

２  　意匠法第十七条の四 の規定は、前項又は第五十五条の二第三項（第六十条の二第二項において準用する場合を含む。）において準用する同法第十七条の三第一項 に規定する期間を延長する場合に準用する。 
□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□
〔H20-47〕　商標の審判に関して。

３ 商標法第１６条の２の規定により補正の却下の決定を受けた者は、その決定に不服があるときは、その決定の謄本の送達があった日から３月以内であれば、その決定に対する審判を請求した後であっても、当該補正後の商標登録を受けようとする商標について、新たな商標登録出願をすることができる。
（〇）　第１７条の２第１項で準用する、意匠法第１７条の３。
*********************************************************************
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